
                             教 職 第 ７ － ２ 号  
                             令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日  
 
 各市町村教育委員会教育長 
 各 市 町 村 立 学 校 長 
 
                       埼玉県教育局教育総務部教職員課長  
                                 （公印省略） 

 
給与関係例規の改正について（通知） 

 
 下記の給与関係例規の改正について通知します。 

 

記 

 

１ 教育委員会規則  

 ⑴ 学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則 

  （埼玉県教育委員会規則第１０号） 

 ⑵ 学校職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

  （埼玉県教育委員会規則第１１号） 

 ⑶ 学校職員の住居手当に関する規則の一部を改正する規則 

  （埼玉県教育委員会規則第１２号） 

 ⑷ 会計年度任用学校職員の報酬等に関する規則の一部を改正する規則 

  （埼玉県教育委員会規則第１３号） 

 ⑸ 令和元年改正条例附則第５項の規定による住居手当に関する規則 

  （埼玉県教育委員会規則第１４号） 

 

２ 教職員課通知  

 ⑴ 「学校職員の期末手当及び勤勉手当の支給について」の一部改正について 

 ⑵ 「学校職員の通勤手当の運用について」の一部改正について 

 ⑶ 「学校職員の住居手当の運用について」の一部改正について 

 ⑷ 「学校職員の扶養手当の運用について」の一部改正について 

 ⑸ 「学校職員の単身赴任手当の運用について」の一部改正について 

 ⑹ 「学校職員の単身赴任届等の取扱いについて」の一部改正について 

 ⑺ 令和元年改正条例附則第５項の規定による住居手当に関する規則の運用について 

 

３ 人事委員会通知 

 ⑴ 「勤勉手当の成績率の運用について」の一部改正について 

 ⑵ 「退職手当の調整額に係る職員の区分に関する規則の運用について」の一部改正 

  について 

 

４ 規則  

 会計年度任用職員の報酬等に関する規則の一部を改正する規則 

 （埼玉県規則第８号） 

 

５ 人事課通知 

 「職員の旅費に関する条例等の運用方法等について」 

 

 

 

様  



６ その他 

 ⑴ 時間外勤務手当の手当額算定の基礎となる勤務１時間あたりの給与額の算定方法 

    について 

 

        （給料月額※１  ＋ 給料月額※１  × 8.3／100 ）× 12月       

   （52［週］×38.75※２［時間］）－（年間の休日の日数※３×7.75※２［時間］）  

 

※１ 給料表に掲げる額に1.01571を乗じた額（1円未満切り捨て） 

※２ 再任用短時間勤務職員・任期付短時間勤務職員については、 

    38.75時間 → 週当たり勤務時間、 

     7.75時間 → 週当たり勤務時間÷５ 

      となります。 

  ※３ 令和２年度は、 18日(139.5時間）となります。（令和元年度：170.5時間） 

 

⑵ 令和２年度における交通用具使用者（併用者を含む。）に係る通勤手当の月額の算 

 定方法について  

    2,000円＋（認定距離［km・端数切捨］－2km）×加算額※  

  ※ 令和２年度は、 590円となります。（令和元年度：630円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             担当 給与制度担当 

                             電話 048-830-6667 

  



＜規則等の概要＞ 

 

 施行期日はいずれも令和２年４月１日。 

 ただし、１⑴の内、専門職大学に係る改正は規則の公布日から施行。 

 

１ 教育委員会規則 

 ⑴ 学校職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則 

  ア 専門職大学の設置に伴う、給与決定の際に用いる学歴に関する規定の整備を 

   行うもの。 

  イ 外国人講師の初任給決定に関する規定の整備等を行うもの。  

 

 ⑵ 学校職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

   令和２年度から学校職員の勤勉手当の成績率が改正されたことに伴う成績率の上限 

  規定の改正等を行うもの。 

 

 ⑶ 学校職員の住居手当に関する規則の一部を改正する規則 

   学校職員の住居手当の改正に伴う経過措置に関する届出の特例等について、規定の 

  整備を行うもの。 

 

   【参考】住居手当改定の概要 

    ・支給対象となる家賃額の下限 12,000円 → 16,000円 

    ・手当額の上限 27,000円 → 28,000円 

 

 ⑷ 会計年度任用学校職員の報酬等に関する規則の一部を改正する規則 

   期末手当の任期として通算する職員（技能職員）に係る規定の整備によるもの。 

 

 ⑸ 令和元年改正条例附則第５項の規定による住居手当に関する規則 

   学校職員の住居手当の改正に伴う経過措置に関し、対象となる職員の範囲などの 

  必要な事項を規定するもの。 

 

   【参考】住居手当経過措置の概要 

     今回の改正により、令和２年３月３１日現在の住居手当の月額から2,000円を超

えて減額となる場合には、令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間、

改正前の住居手当の月額から2,000円を減じた額を住居手当として支給する。 

 

 

２ 教職員課通知 

 ⑴ 「学校職員の期末手当及び勤勉手当の支給について」の一部改正について 

   学校職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部改正に伴う規定の整備による

もの。 

 

 ⑵ 「学校職員の通勤手当の運用について」の一部改正について 

 ⑶ 「学校職員の住居手当の運用について」の一部改正について 

 ⑷ 「学校職員の扶養手当の運用について」の一部改正について 

 ⑸ 「学校職員の単身赴任手当の運用について」の一部改正について 

   災害時の届出の特例等について規定するもの。 

 



 

 ⑹ 「学校職員の単身赴任届等の取扱いについて」の一部改正について 

   市町村立職員に係る単身赴任手当の認定を行う者を教育事務所長から教職員課長へ

改正するもの。 

 ⑺ 令和元年改正条例附則第５項の規定による住居手当に関する規則の運用について 

   学校職員の住居手当の改正に伴う経過措置について、関係規則に規定する適用除外 

  職員について規定するもの。 

 

 

３ 人事委員会通知 

 ⑴ 「勤勉手当の成績率の運用について」の一部改正について 

地方公務員法の規定による懲戒処分を受けた者等について、それぞれ勤勉手当の成

績率から減じる率を改めるもの。 

 

 ⑵ 「退職手当の調整額に係る職員の区分に関する規則の運用について」の一部改正 

  について 

   地方公務員法の改正に伴う規定の整備によるもの。 

 

 

４ 規則 

 会計年度任用職員の報酬等に関する規則の一部を改正する規則 

  常勤職員の給与改定に伴う給料表の改定及び期末手当の任期として通算する職員 

 （技能職員）に係る規定の整備等を行うもの。 

 

 

５ 人事課通知 

 「職員の旅費に関する条例等の運用方法等について」の一部改正について 

  臨時的任用職員に対して赴任旅費を支給できるようにするもの。 

  その他規定の整備。 
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初
任
給
、
昇
格
、
昇
給
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の
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す
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埼
玉
県
教
育
委
員
会
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第
十
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学
校
職
員
の
初
任
給
、
昇
格
、
昇
給
等
の
基
準
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

学
校
職
員
の
初
任
給
、
昇
格
、
昇
給
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の
基
準
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関
す
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規
則
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昭
和
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十
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玉
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育

委
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会
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一
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の
よ
う
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正
す
る
。 

第
三
条
第
二
項
第
二
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

二 

教
育
職
給
料
表
㈡
級
別
職
務
分
類
表
（
別
表
第
二
） 

 

第
二
十
一
条
第
三
項
中
「
別
表
第
一
の
備
考
」
を
「
別
表
第
一
の
備
考
１
」
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「
別
表
第
二

の
備
考
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を
「
別
表
第
二
の
備
考
１
」
に
改
め
、
同
項
に
後
段
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
。 

 
 

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
条
例
別
表
第
一
の
備
考
２
及
び
別
表
第
二
の
備
考
２
の
規
定
の
適
用

に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
こ
の
表
の
額
（
そ
の
職
務
の
級
が
３
級
で
あ
る
職
員
に
つ

い
て
は
、
備
考
１
の
額
を
加
算
し
た
額
）
」
と
あ
る
の
は
、
「
こ
の
表
の
額
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と
す
る
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別
表
第
一
の
二
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の
項
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の
欄
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次
の
よ
う
に
改
め
る
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二
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次
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よ
う
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め
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。 
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二 
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⑴
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業
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又
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門
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大
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の

修
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の
前
期
課
程
の
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⑴
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又
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門
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了
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え
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。 
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二
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よ
う
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加
え
る
。 

 
 

三 
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員
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定
め
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に
こ
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、

教
育
委
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め
る
。 
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二
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第
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号
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で
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す
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。
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教
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が
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定
め
る
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限
る
。
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務 

主
任
実
習
助
手
の
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務 
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寄
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舎
指
導
員
の
職
務 
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新
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（
傍
線
の
部
分
は
、
改
正
部
分
） 

新 
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学
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の
初
任
給
、
昇
格
、
昇
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の
基
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に
関
す
る
規
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学
校
職
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の
初
任
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、
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格
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等
の
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関
す
る
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第
一
条
・
第
二
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（
略
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第
三
条 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

 

一 

（
略
） 

 

二 

教
育
職
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表
㈡
級
別
職
務
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表
（
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表
第
二
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三
・
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（
略
） 

 

第
四
条
～
第
二
十
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（
略
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（
降
格
の
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合
の
号
給
の
決
定
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第
二
十
一
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（
略
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２ 

（
略
） 

３ 

教
育
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給
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表
㈠
又
は
教
育
職
給
料
表
㈡
の
職
務
の
級
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級
又
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四
級
か
ら
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員

を
降
格
さ
せ
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場
合
に
お
け
る
当
該
降
格
後
の
号
給
に
関
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て
は
、
条
例
別
表
第
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の
備
考
１
又
は
別
表
第
二
の
備
考
１
の
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定
の
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用
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な
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と
し
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第
一
項
の

規
定
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の
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る
。
こ
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し
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二
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二
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十
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第
一
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第
二
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（
略
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第
三
条 

（
略
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２ 

（
略
） 

 

一 

（
略
） 

 

二 
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除 

 

三
・
四 

（
略
） 

 

第
四
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～
第
二
十
条 

（
略
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（
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格
の
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の
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定
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二
十
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２ 
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） 
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い
も
の
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し
て
第
一
項
の
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定

を
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用
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も
の
と
す
る
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第
二
十
二
条
～
第
四
十
条 

（
略
） 
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表
第
一 

教
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表
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表 

職
務
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あ
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定
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る
者
に
限
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）
の
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主
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習
助
手
の
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主
任
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舎
指
導
員
の
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務 

別
表
第
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教
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務
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類
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二
級
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（
新
設
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主
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手
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舎
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別
表
第
二 

教
育
職
給
料
表
㈡
級
別
職
務
分
類
表 

職
務
の
級 

職
務 

二
級
あ
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講
師
（
教
育
委
員
会
が
別
に
定
め
る
者
に
限
る
。
）
の
職
務 

 

別
表
第
三
～
別
表
第
八 

（
略
） 

 

別
表
第
九 

学
歴
免
許
等
資
格
区
分
表 

学
歴
免
許
等
の
資
格
の
区
分 

学
歴
免
許
等
の
資
格 

基
準
学
歴
区
分 

学
歴
区
分 

 

一 

（
略
） 

（
略
） 
（
略
） 

二 

短
大
卒 

１ 

短
大 

 

三
卒 

⑴ 
学
校
教
育
法
に
よ
る
三
年
制
の
短
期
大

学
の
卒
業
又
は
専
門
職
大
学
の
修
業
年
限

三
年
の
前
期
課
程
の
修
了 

⑵
～
⑷ 

（
略
） 

２ 

短
大 

 

二
卒 

⑴ 

学
校
教
育
法
に
よ
る
二
年
制
の
短
期
大

学
の
卒
業
又
は
専
門
職
大
学
の
修
業
年
限

二
年
の
前
期
課
程
の
修
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⑵
～
⑹ 

（
略
） 
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（
略
） 

（
略
） 

三
・
四 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

備
考 

（
略
） 

 

別
表
第
十
・
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第
十
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（
略
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別
表
第
十
二 

教
育
職
給
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表
㈠
初
任
給
基
準
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（
表
略
） 

 

備
考 

 
 

一
・
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（
略
） 
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教
育
委
員
会
が
別
に
定
め
る
講
師
に
こ
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表
を
適
用
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初
任
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委
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会
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別
表
第
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表
第
三
～
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表
第
八 

（
略
） 
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表
第
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学
歴
免
許
等
資
格
区
分
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学
歴
免
許
等
の
資
格
の
区
分 

学
歴
免
許
等
の
資
格 

基
準
学
歴
区
分 

学
歴
区
分 

一 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

二 

短
大
卒 

１ 

短
大 

 

三
卒 

⑴ 

学
校
教
育
法
に
よ
る
三
年
制
の
短
期
大

学
の
卒
業 

 

⑵
～
⑷ 

（
略
） 

２ 

短
大 

 

二
卒 

⑴ 

学
校
教
育
法
に
よ
る
二
年
制
の
短
期
大

学
の
卒
業 

 

⑵
～
⑹ 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

（
略
） 

三
・
四 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

備
考 

（
略
） 

 

別
表
第
十
・
別
表
第
十
一 

（
略
） 

 
別
表
第
十
二 

教
育
職
給
料
表
㈠
初
任
給
基
準
表 

 
（
表
略
） 

 

備
考 

 
 

一
・
二 

（
略
） 

 
 

（
新
設
） 

  



 

別
表
第
十
三 

教
育
職
給
料
表
㈡
初
任
給
基
準
表 

 
（
表
略
） 

 

備
考 

 
 

本
表
の
適
用
を
受
け
る
職
員
に
は
、
教
育
職
給
料
表
㈠
初
任
給
基
準
表
の
備
考
第

一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
を
準
用
す
る
。 

 

別
表
第
十
四
～
別
表
第
十
九 

（
略
） 

別
表
第
十
三 

教
育
職
給
料
表
㈡
初
任
給
基
準
表 

 

（
表
略
） 

 

備
考 

 
 

本
表
の
適
用
を
受
け
る
職
員
に
は
、
教
育
職
給
料
表
㈠
初
任
給
基
準
表
の
備
考
第

一
号
及
び
第
二
号
を
準
用
す
る
。 

 

別
表
第
十
四
～
別
表
第
十
九 

（
略
） 

 
 

 



規

則 
 

学
校
職
員
の
期
末
手
当
及
び
勤
勉
手
当
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公

布
す
る
。 

 
 

令
和
二
年
三
月
三
十
一
日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

埼
玉
県
教
育
委
員
会
教
育
長 

小 

松 

弥 

生 
 
 
 

埼
玉
県
教
育
委
員
会
規
則
第
十
一
号 

 
 
 

学
校
職
員
の
期
末
手
当
及
び
勤
勉
手
当
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

学
校
職
員
の
期
末
手
当
及
び
勤
勉
手
当
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
三
十
九
年
埼
玉
県
教
育
委
員
会

規
則
第
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

第
三
条
第
二
号
ヘ
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 
 

ヘ 

技
能
職
員
（
法
第
五
十
七
条
に
規
定
す
る
単
純
な
労
務
に
雇
用
さ
れ
る
者
で
あ
つ
て
、

技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
四
年
埼
玉
県
訓
令
第
四
号
）
又
は
技
能

職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
四
年
埼
玉
県
教
育
委
員
会
訓
令
第
四
号
）
の

適
用
を
受
け
る
職
員
そ
の
他
教
育
委
員
会
が
定
め
る
職
員
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
） 

 

第
三
条
第
二
号
中
ト
を
削
り
、
チ
を
ト
と
し
、
リ
を
チ
と
し
、
同
条
第
三
号
イ
中
「
前
号
リ
」

を
「
前
号
チ
」
に
改
め
る
。 

 

第
七
条
第
一
項
中
「
掲
げ
る
期
間
」
の
下
に
「
（
非
常
勤
の
職
員
（
勤
務
日
及
び
勤
務
時
間
が

常
勤
の
職
員
と
同
様
で
あ
る
者
、
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
並
び
に
短
時
間
勤
務
職
員
を
除
く
。
）

と
し
て
在
職
し
た
期
間
を
除
く
。
）
」
を
加
え
、
同
項
第
一
号
中
「
チ
ま
で
」
を
「
ト
ま
で
」
に

改
め
、
ヘ
を
削
り
、
ト
を
ヘ
と
し
、
チ
を
ト
と
し
、
同
項
第
二
号
イ
中
「
前
号
チ
」
を
「
前
号
ト
」

に
改
め
る
。 

 

第
十
四
条
中
「
百
分
の
百
九
十
五
」
を
「
百
分
の
百
九
十
」
に
、
「
百
分
の
二
百
三
十
五
」
を

「
百
分
の
二
百
三
十
」
に
改
め
る
。 

 
 
 

附 

則 

 

こ
の
規
則
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 



 
学
校
職
員
の
期
末
手
当
及
び
勤
勉
手
当
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

新
旧
対
照
表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（
傍
線
の
部
分
は
、
改
正
部
分
） 

新 

旧 

 
 
 

学
校
職
員
の
期
末
手
当
及
び
勤
勉
手
当
に
関
す
る
規
則 

 

第
一
条
・
第
二
条 

（
略
） 

 

 
 
 

学
校
職
員
の
期
末
手
当
及
び
勤
勉
手
当
に
関
す
る
規
則 

 

第
一
条
・
第
二
条 

（
略
） 

 

 

第
三
条 

条
例
第
十
二
条
の
二
第
一
項
後
段
の
埼
玉
県
教
育
委
員
会
規
則
（
以
下
「
教

育
員
会
規
則
」
と
い
う
。
）
で
定
め
る
学
校
職
員
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
学
校
職
員

と
し
、
こ
れ
ら
の
学
校
職
員
に
は
、
期
末
手
当
を
支
給
し
な
い
。 

 

一 

（
略
） 

 

二 

そ
の
退
職
の
後
基
準
日
ま
で
の
間
に
お
い
て
次
に
掲
げ
る
者
（
常
勤
の
職
員
又

は
法
第
二
十
八
条
の
四
第
一
項
、
第
二
十
八
条
の
五
第
一
項
又
は
第
二
十
八
条
の

六
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
職
員
で
法
第
二
十
八
条

の
五
第
一
項
に
規
定
す
る
短
時
間
勤
務
の
職
を
占
め
る
も
の
（
以
下
「
再
任
用
短

時
間
勤
務
職
員
」
と
い
う
。
）
、
育
児
休
業
法
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
短
時

間
勤
務
職
員
（
以
下
「
短
時
間
勤
務
職
員
」
と
い
う
。）
そ
の
他
埼
玉
県
教
育
委
員

会
（
以
下
「
教
育
委
員
会
」
と
い
う
。
）
の
定
め
る
も
の
に
限
る
。）
と
な
つ
た
者 

 
 

イ
～
ホ 

（
略
） 

 
 

ヘ 

技
能
職
員
（
法
第
五
十
七
条
に
規
定
す
る
単
純
な
労
務
に
雇
用
さ
れ
る
者
で

あ
つ
て
、
技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
四
年
埼
玉
県
訓
令

第
四
号
）
又
は
技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
四
年
埼
玉
県

教
育
委
員
会
訓
令
第
四
号
）
の
適
用
を
受
け
る
職
員
そ
の
他
教
育
委
員
会
が
定

め
る
職
員
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
） 

 
 

（
削
る
。
） 

  
 

ト
・
チ 

（
略
） 

 

三 

そ
の
退
職
に
引
き
続
き
次
に
掲
げ
る
者
（
常
勤
の
職
員
又
は
再
任
用
短
時
間
勤

務
職
員
、
短
時
間
勤
務
職
員
そ
の
他
教
育
委
員
会
の
定
め
る
者
に
限
る
。）
と
な
つ

た
者 

 
 

イ 

行
政
執
行
法
人
の
職
員
（
前
号
チ
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。）
の
う
ち
教
育
委

員
会
が
定
め
る
も
の 

 
 

ロ
～
ニ 

（
略
） 

 

第
三
条 

条
例
第
十
二
条
の
二
第
一
項
後
段
の
埼
玉
県
教
育
委
員
会
規
則
（
以
下
「
教

育
員
会
規
則
」
と
い
う
。
）
で
定
め
る
学
校
職
員
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
学
校
職
員

と
し
、
こ
れ
ら
の
学
校
職
員
に
は
、
期
末
手
当
を
支
給
し
な
い
。 

 

一 

（
略
） 

 

二 

そ
の
退
職
の
後
基
準
日
ま
で
の
間
に
お
い
て
次
に
掲
げ
る
者
（
常
勤
の
職
員
又

は
法
第
二
十
八
条
の
四
第
一
項
、
第
二
十
八
条
の
五
第
一
項
又
は
第
二
十
八
条
の

六
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
職
員
で
法
第
二
十
八
条

の
五
第
一
項
に
規
定
す
る
短
時
間
勤
務
の
職
を
占
め
る
も
の
（
以
下
「
再
任
用
短

時
間
勤
務
職
員
」
と
い
う
。
）
、
育
児
休
業
法
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
短
時

間
勤
務
職
員
（
以
下
「
短
時
間
勤
務
職
員
」
と
い
う
。）
そ
の
他
埼
玉
県
教
育
委
員

会
（
以
下
「
教
育
委
員
会
」
と
い
う
。
）
の
定
め
る
も
の
に
限
る
。）
と
な
つ
た
者 

 
 

イ
～
ホ 

（
略
） 

 
 

ヘ 

技
能
職
員
（
技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
四
年
埼
玉
県

訓
令
第
四
号
）
の
適
用
を
受
け
る
職
員
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
） 

    
 

ト 

教
育
技
能
職
員
（
技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
四
年
埼

玉
県
教
育
委
員
会
訓
令
第
四
号
）
の
適
用
を
受
け
る
職
員
を
い
う
。
以
下
同
じ
。） 

 
 

チ
・
リ 

（
略
） 

 
三 

そ
の
退
職
に
引
き
続
き
次
に
掲
げ
る
者
（
常
勤
の
職
員
又
は
再
任
用
短
時
間
勤

務
職
員
、
短
時
間
勤
務
職
員
そ
の
他
教
育
委
員
会
の
定
め
る
者
に
限
る
。
）
と
な
つ

た
者 

 
 

イ 
行
政
執
行
法
人
の
職
員
（
前
号
リ
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）
の
う
ち
教
育
委

員
会
が
定
め
る
も
の 

 
 

ロ
～
ニ 
（
略
） 

 

 



第
四
条
～
第
六
条 

（
略
） 

 

第
四
条
～
第
六
条 

（
略
） 

 
第
七
条 
前
条
第
一
項
の
在
職
期
間
に
は
、
次
に
掲
げ
る
期
間
（
非
常
勤
の
職
員
（
勤

務
日
及
び
勤
務
時
間
が
常
勤
の
職
員
と
同
様
で
あ
る
者
、
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員

並
び
に
短
時
間
勤
務
職
員
を
除
く
。
）
と
し
て
在
職
し
た
期
間
を
除
く
。
）
を
算
入
す

る
。 

 

一 

基
準
日
以
前
六
箇
月
以
内
の
期
間
に
お
い
て
、
次
の
イ
か
ら
ト
ま
で
に
掲
げ
る

者
が
条
例
の
適
用
を
受
け
る
学
校
職
員
と
な
つ
た
場
合
は
、
そ
の
期
間
内
に
お
い

て
そ
れ
ら
の
者
と
し
て
在
職
し
た
期
間 

 
 
 

イ
～
ホ 

（
略
） 

 
 
 

（
削
る
。
） 

 
 
 

ヘ
・
ト 

（
略
） 

 

二 

基
準
日
以
前
六
箇
月
以
内
の
期
間
に
お
い
て
、
次
の
イ
か
ら
ニ
ま
で
に
掲
げ
る

者
が
引
き
続
き
条
例
の
適
用
を
受
け
る
学
校
職
員
と
な
つ
た
場
合
は
、
そ
の
期
間

内
に
お
い
て
そ
れ
ら
の
者
と
し
て
在
職
し
た
期
間 

 
 
 

イ 

行
政
執
行
法
人
の
職
員
（
前
号
ト
に
掲
げ
る
者
を
除
く
。）
の
う
ち
教
育
委
員

会
の
定
め
る
も
の 

 
 

ロ
～
ニ 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

 

第
七
条 

前
条
第
一
項
の
在
職
期
間
に
は
、
次
に
掲
げ
る
期
間
を
算
入
す
る
。 

    

一 

基
準
日
以
前
六
箇
月
以
内
の
期
間
に
お
い
て
、
次
の
イ
か
ら
チ
ま
で
に
掲
げ
る

者
が
条
例
の
適
用
を
受
け
る
学
校
職
員
と
な
つ
た
場
合
は
、
そ
の
期
間
内
に
お
い

て
そ
れ
ら
の
者
と
し
て
在
職
し
た
期
間 

 
 
 

イ
～
ホ 

（
略
） 

 
 

ヘ 

教
育
技
能
職
員 

 
 
 
 

ト
・
チ 

（
略
） 

 

二 

基
準
日
以
前
六
箇
月
以
内
の
期
間
に
お
い
て
、
次
の
イ
か
ら
ニ
ま
で
に
掲
げ
る

者
が
引
き
続
き
条
例
の
適
用
を
受
け
る
学
校
職
員
と
な
つ
た
場
合
は
、
そ
の
期
間

内
に
お
い
て
そ
れ
ら
の
者
と
し
て
在
職
し
た
期
間 

 
 
 

イ 

行
政
執
行
法
人
の
職
員
（
前
号
チ
に
掲
げ
る
者
を
除
く
。
）
の
う
ち
教
育
委
員

会
の
定
め
る
も
の 

 
 

ロ
～
ニ 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

 

第
七
条
の
二
～
第
十
三
条 

（
略
） 

第
七
条
の
二
～
第
十
三
条 

（
略
） 

 

 

（
勤
勉
手
当
の
成
績
率
） 

第
十
四
条 

成
績
率
は
、
学
校
職
員
の
勤
務
成
績
に
応
じ
、
再
任
用
学
校
職
員
以
外
の

学
校
職
員
に
あ
つ
て
は
百
分
の
百
九
十
以
下
（
条
例
第
十
二
条
の
二
第
二
項
に
規
定

す
る
教
育
四
級
職
員
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
教
育
四
級
職
員
」
と
い
う
。）
に
あ

つ
て
は
、
百
分
の
二
百
三
十
以
下
）、
再
任
用
学
校
職
員
に
あ
つ
て
は
百
分
の
九
十
以

下
（
教
育
四
級
職
員
に
あ
つ
て
は
、
百
分
の
百
十
以
下
）
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
任

命
権
者
が
定
め
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
学
校
職
員
が
基
準
日
以
前

六
箇
月
以
内
の
期
間
に
お
い
て
法
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
懲
戒
処
分
を
受
け
て

い
る
と
き
は
、
別
に
人
事
委
員
会
が
定
め
る
基
準
に
従
い
定
め
る
も
の
と
す
る
。 

 

第
十
五
条
～
第
十
八
条 

（
略
） 

 

 

（
勤
勉
手
当
の
成
績
率
） 

第
十
四
条 

成
績
率
は
、
学
校
職
員
の
勤
務
成
績
に
応
じ
、
再
任
用
学
校
職
員
以
外
の

学
校
職
員
に
あ
つ
て
は
百
分
の
百
九
十
五
以
下
（
条
例
第
十
二
条
の
二
第
二
項
に
規

定
す
る
教
育
四
級
職
員
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
教
育
四
級
職
員
」
と
い
う
。
）
に

あ
つ
て
は
、
百
分
の
二
百
三
十
五
以
下
）、
再
任
用
学
校
職
員
に
あ
つ
て
は
百
分
の
九

十
以
下
（
教
育
四
級
職
員
に
あ
つ
て
は
、
百
分
の
百
十
以
下
）
の
範
囲
内
に
お
い
て
、

任
命
権
者
が
定
め
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
学
校
職
員
が
基
準
日
以

前
六
箇
月
以
内
の
期
間
に
お
い
て
法
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
懲
戒
処
分
を
受
け

て
い
る
と
き
は
、
別
に
人
事
委
員
会
が
定
め
る
基
準
に
従
い
定
め
る
も
の
と
す
る
。 

 

第
十
五
条
～
第
十
八
条 

（
略
） 

 

 



別
表
第
一
～
別
表
第
三 

（
略
） 

別
表
第
一
～
別
表
第
三 

（
略
） 

 
 

 

 



規

則 
 

学
校
職
員
の
住
居
手
当
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

 
 

令
和
二
年
三
月
三
十
一
日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

埼
玉
県
教
育
委
員
会
教
育
長 

小 

松 

弥 

生 
 
 
 

埼
玉
県
教
育
委
員
会
規
則
第
十
二
号 

 
 
 

学
校
職
員
の
住
居
手
当
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

学
校
職
員
の
住
居
手
当
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
四
十
九
年
埼
玉
県
教
育
委
員
会
規
則
第
四
十
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

第
四
条
中
「
一
万
二
千
円
」
を
「
一
万
六
千
円
」
に
改
め
る
。 

第
十
一
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。 

（
令
和
三
年
四
月
一
日
に
お
け
る
届
出
の
特
例
） 

第
十
二
条 

令
和
三
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
学
校
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
及
び
義
務
教

育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
特
別
措
置
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
（
令
和
元
年
埼
玉
県
条
例
第
二
十
四
号
）
附
則
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
住
居
手
当
を
支
給

さ
れ
て
い
る
学
校
職
員
で
あ
つ
て
、
同
年
四
月
一
日
に
お
い
て
も
引
き
続
き
当
該
住
居
手
当
に

係
る
住
宅
を
借
り
受
け
、
家
賃
を
支
払
つ
て
い
る
も
の
の
う
ち
、
同
日
に
条
例
第
九
条
の
六
第

一
項
各
号
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
令
和
二
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て

支
給
さ
れ
て
い
た
住
居
手
当
に
係
る
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
行
わ
れ
た
届
出
（
令
和
元

年
改
正
条
例
附
則
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
住
居
手
当
に
関
す
る
規
則
（
令
和
二
年
埼
玉
県
教
育

委
員
会
規
則
第
十
四
号
）
第
六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
が

行
わ
れ
た
場
合
に
は
、
当
該
届
出
）
を
令
和
三
年
四
月
一
日
に
お
い
て
支
給
さ
れ
る
こ
と
と
な

る
住
居
手
当
に
係
る
同
項
の
規
定
に
よ
り
行
わ
れ
た
届
出
と
み
な
す
。 

 
 
 

附 

則 

 

こ
の
規
則
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 



 

 
学
校
職
員
の
住
居
手
当
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

新
旧
対
照
表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（
傍
線
の
部
分
は
、
改
正
部
分
） 

新 

旧 

学
校
職
員
の
住
居
手
当
に
関
す
る
規
則 

 
 
 

学
校
職
員
の
住
居
手
当
に
関
す
る
規
則 

 
 

第
一
条
～
第
三
条 

（
略
） 

第
一
条
～
第
三
条 

（
略
） 

 

（
権
衡
職
員
の
範
囲
） 

（
権
衡
職
員
の
範
囲
） 

第
四
条 

条
例
第
九
条
の
六
第
一
項
第
二
号
の
教
育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
学
校
職
員

は
、
学
校
職
員
の
単
身
赴
任
手
当
に
関
す
る
規
則
（
平
成
二
年
埼
玉
県
教
育
委
員
会

規
則
第
六
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
単
身
赴
任
手
当
規
則
」
と
い
う
。
）
第
六

条
第
二
項
に
該
当
す
る
学
校
職
員
（
地
方
公
務
員
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百

六
十
一
号
）
第
二
十
八
条
の
四
第
一
項
、
第
二
十
八
条
の
五
第
一
項
又
は
第
二
十
八

条
の
六
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
学
校
職
員
を
除
く
。
）

で
、
同
項
第
三
号
に
規
定
す
る
満
十
八
歳
に
達
す
る
日
以
後
の
最
初
の
三
月
三
十
一

日
ま
で
の
間
に
あ
る
子
が
居
住
す
る
た
め
の
住
宅
と
し
て
、
同
号
に
規
定
す
る
異
動

又
は
公
署
の
移
転
（
学
校
職
員
以
外
の
地
方
公
務
員
、
国
家
公
務
員
又
は
単
身
赴
任

手
当
規
則
第
五
条
に
規
定
す
る
法
人
若
し
く
は
団
体
に
使
用
さ
れ
る
者
で
あ
つ
た
者

か
ら
引
き
続
き
給
料
表
の
適
用
を
受
け
る
学
校
職
員
と
な
つ
た
者
に
あ
つ
て
は
当
該

適
用
、
外
国
の
地
方
公
共
団
体
の
機
関
等
に
派
遣
さ
れ
る
職
員
の
処
遇
等
に
関
す
る

条
例
（
昭
和
六
十
三
年
埼
玉
県
条
例
第
一
号
）
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
派
遣

か
ら
職
務
に
復
帰
し
た
学
校
職
員
又
は
職
員
の
分
限
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
二
十
六

年
埼
玉
県
条
例
第
五
十
一
号
）
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
休
職
か
ら
復
職
し
た
学
校
職

員
に
あ
つ
て
は
当
該
復
帰
又
は
復
職
）
の
直
前
の
住
居
で
あ
つ
た
住
宅
（
市
町
村
が

設
置
す
る
公
舎
並
び
に
前
条
に
規
定
す
る
教
職
員
住
宅
、
公
舎
、
職
員
住
宅
、
職
員

宿
舎
及
び
住
宅
を
除
く
。
）
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
と
し
て
教
育
委
員
会
が
定
め

る
住
宅
を
借
り
受
け
、
月
額
一
万
六
千
円
を
超
え
る
家
賃
を
支
払
つ
て
い
る
も
の
と

す
る
。 

 

第
四
条 

条
例
第
九
条
の
六
第
一
項
第
二
号
の
教
育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
学
校
職
員

は
、
学
校
職
員
の
単
身
赴
任
手
当
に
関
す
る
規
則
（
平
成
二
年
埼
玉
県
教
育
委
員
会

規
則
第
六
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
単
身
赴
任
手
当
規
則
」
と
い
う
。
）
第
六

条
第
二
項
に
該
当
す
る
学
校
職
員
（
地
方
公
務
員
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百

六
十
一
号
）
第
二
十
八
条
の
四
第
一
項
、
第
二
十
八
条
の
五
第
一
項
又
は
第
二
十
八

条
の
六
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
採
用
さ
れ
た
学
校
職
員
を
除
く
。
）

で
、
同
項
第
三
号
に
規
定
す
る
満
十
八
歳
に
達
す
る
日
以
後
の
最
初
の
三
月
三
十
一

日
ま
で
の
間
に
あ
る
子
が
居
住
す
る
た
め
の
住
宅
と
し
て
、
同
号
に
規
定
す
る
異
動

又
は
公
署
の
移
転
（
学
校
職
員
以
外
の
地
方
公
務
員
、
国
家
公
務
員
又
は
単
身
赴
任

手
当
規
則
第
五
条
に
規
定
す
る
法
人
若
し
く
は
団
体
に
使
用
さ
れ
る
者
で
あ
つ
た
者

か
ら
引
き
続
き
給
料
表
の
適
用
を
受
け
る
学
校
職
員
と
な
つ
た
者
に
あ
つ
て
は
当
該

適
用
、
外
国
の
地
方
公
共
団
体
の
機
関
等
に
派
遣
さ
れ
る
職
員
の
処
遇
等
に
関
す
る

条
例
（
昭
和
六
十
三
年
埼
玉
県
条
例
第
一
号
）
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
派
遣

か
ら
職
務
に
復
帰
し
た
学
校
職
員
又
は
職
員
の
分
限
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
二
十
六

年
埼
玉
県
条
例
第
五
十
一
号
）
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
休
職
か
ら
復
職
し
た
学
校
職

員
に
あ
つ
て
は
当
該
復
帰
又
は
復
職
）
の
直
前
の
住
居
で
あ
つ
た
住
宅
（
市
町
村
が

設
置
す
る
公
舎
並
び
に
前
条
に
規
定
す
る
教
職
員
住
宅
、
公
舎
、
職
員
住
宅
、
職
員

宿
舎
及
び
住
宅
を
除
く
。
）
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
と
し
て
教
育
委
員
会
が
定
め

る
住
宅
を
借
り
受
け
、
月
額
一
万
二
千
円
を
超
え
る
家
賃
を
支
払
つ
て
い
る
も
の
と

す
る
。 

 

第
五
条
～
第
十
一
条 

（
略
） 

 

第
五
条
～
第
十
一
条 

（
略
） 

 

（
令
和
三
年
四
月
一
日
に
お
け
る
届
出
の
特
例
） 

第
十
二
条 

令
和
三
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
学
校
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
及

び
義
務
教
育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
特
別
措
置
に
関
す
る
条
例

（
新
設
） 

  



 

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
（
令
和
元
年
埼
玉
県
条
例
第
二
十
四
号
）
附
則
第
五
項
の

規
定
に
よ
る
住
居
手
当
を
支
給
さ
れ
て
い
る
学
校
職
員
で
あ
つ
て
、
同
年
四
月
一
日

に
お
い
て
も
引
き
続
き
当
該
住
居
手
当
に
係
る
住
宅
を
借
り
受
け
、
家
賃
を
支
払
つ

て
い
る
も
の
の
う
ち
、
同
日
に
条
例
第
九
条
の
六
第
一
項
各
号
に
該
当
す
る
こ
と
と

な
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
令
和
二
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
支
給
さ
れ
て
い
た
住

居
手
当
に
係
る
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
行
わ
れ
た
届
出
（
令
和
元
年
改
正
条

例
附
則
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
住
居
手
当
に
関
す
る
規
則
（
令
和
二
年
埼
玉
県
教
育

委
員
会
規
則
第 

 
号
）
第
六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
届
出
が
行
わ
れ
た
場
合
に
は
、
当
該
届
出
）
を
令
和
三
年
四
月
一
日
に
お
い
て
支

給
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
住
居
手
当
に
係
る
同
項
の
規
定
に
よ
り
行
わ
れ
た
届
出
と
み

な
す
。 

     

 

  

 
 

 



規

則 
 

会
計
年
度
任
用
学
校
職
員
の
報
酬
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布

す
る
。 

 
 

令
和
二
年
三
月
三
十
一
日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

埼
玉
県
教
育
委
員
会
教
育
長 

小 

松 

弥 

生 
 
 
 

埼
玉
県
教
育
委
員
会
規
則
第
十
三
号 

 
 
 

会
計
年
度
任
用
学
校
職
員
の
報
酬
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

会
計
年
度
任
用
学
校
職
員
の
報
酬
等
に
関
す
る
規
則
（
令
和
二
年
埼
玉
県
教
育
委
員
会
規
則
第

三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

第
六
条
第
三
項
第
六
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 

六 

技
能
職
員
（
地
方
公
務
員
法
第
五
十
七
条
に
規
定
す
る
単
純
な
労
務
に
雇
用
さ
れ
る
者
で

あ
っ
て
、
技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
四
年
埼
玉
県
訓
令
第
四
号
）
又

は
技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
四
年
埼
玉
県
教
育
委
員
会
訓
令
第
四
号
）

の
適
用
を
受
け
る
職
員
そ
の
他
教
育
委
員
会
が
定
め
る
職
員
を
い
う
。
） 

 

第
六
条
第
三
項
中
第
七
号
及
び
第
八
号
を
削
り
、
第
九
号
を
第
七
号
と
す
る
。 

 
 
 

附 

則 

 

こ
の
規
則
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 



 

 
会
計
年
度
任
用
学
校
職
員
の
報
酬
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

新
旧
対
照
表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
   
 

（
傍
線
の
部
分
は
、
改
正
部
分
） 

新 

旧 

 
 
 

会
計
年
度
任
用
学
校
職
員
の
報
酬
等
に
関
す
る
規
則 

 
 
 

会
計
年
度
任
用
学
校
職
員
の
報
酬
等
に
関
す
る
規
則 

 
 

第
一
条
～
第
五
条 

（
略
） 

  

（
条
例
第
三
条
第
八
項
の
教
育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
者
） 

第
六
条 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

３ 

前
項
第
二
号
の
職
員
は
、
次
に
掲
げ
る
者
（
会
計
年
度
任
用
職
員
を
除
く
。
）
と

す
る
。 

 

一
～
五 

（
略
） 

 

六 

技
能
職
員
（
地
方
公
務
員
法
第
五
十
七
条
に
規
定
す
る
単
純
な
労
務
に
雇
用
さ

れ
る
者
で
あ
っ
て
、
技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
四
年
埼
玉

県
訓
令
第
四
号
）
又
は
技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
四
年
埼

玉
県
教
育
委
員
会
訓
令
第
四
号
）
の
適
用
を
受
け
る
職
員
そ
の
他
教
育
委
員
会
が

定
め
る
職
員
を
い
う
。
） 

 

（
削
る
。
） 

  

（
削
る
。
） 

  

七 

（
略
） 

 

第
七
条
～
第
十
二
条 

（
略
） 

 

別
表
第
一
～
別
表
第
三 

（
略
） 

第
一
条
～
第
五
条 

（
略
） 

  

（
条
例
第
三
条
第
八
項
の
教
育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
者
） 

第
六
条 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

３ 

前
項
第
二
号
の
職
員
は
、
次
に
掲
げ
る
者
（
会
計
年
度
任
用
職
員
を
除
く
。
）
と

す
る
。 

 

一
～
五 

（
略
） 

 

六 

技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
四
年
埼
玉
県
訓
令
第
四
号
）

の
適
用
を
受
け
る
職
員 

    

七 

技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
四
年
埼
玉
県
教
育
委
員
会
訓

令
第
四
号
）
の
適
用
を
受
け
る
職
員 

 

八 

技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
訓
令
（
平
成
十
二
年
警
察
本
部
訓
令
第
十
一
号
）

の
適
用
を
受
け
る
職
員 

 

九 

（
略
） 

 

第
七
条
～
第
十
二
条 

（
略
） 

 

別
表
第
一
～
別
表
第
三 

（
略
） 

 
 

 
 

 



規

則 
 

令
和
元
年
改
正
条
例
附
則
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
住
居
手
当
に
関
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す

る
。 

 
 

令
和
二
年
三
月
三
十
一
日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

埼
玉
県
教
育
委
員
会
教
育
長 

小 

松 

弥 

生 
 
 
 

埼
玉
県
教
育
委
員
会
規
則
第
十
四
号 

 
 
 

令
和
元
年
改
正
条
例
附
則
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
住
居
手
当
に
関
す
る
規
則 

 

（
適
用
を
受
け
る
学
校
職
員
） 

第
一
条 

学
校
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
及
び
義
務
教
育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に

関
す
る
特
別
措
置
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
（
令
和
元
年
埼
玉
県
条
例
第
二
十

四
号
。
以
下
「
改
正
条
例
」
と
い
う
。
）
附
則
第
五
項
の
埼
玉
県
教
育
委
員
会
規
則
で
定
め
る

学
校
職
員
は
、
改
正
条
例
第
二
条
の
規
定
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
か
ら

令
和
三
年
三
月
一
日
ま
で
の
間
に
お
い
て
学
校
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
三
十
一
年

埼
玉
県
条
例
第
三
十
三
号
。
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
「
給
与
条
例
」
と
い
う
。
）
の

適
用
を
受
け
な
い
県
費
支
弁
の
常
勤
の
職
員
で
あ
っ
た
者
か
ら
引
き
続
き
新
た
に
学
校
職
員
と

な
っ
た
者
の
う
ち
、
施
行
日
の
前
日
に
お
い
て
改
正
条
例
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
給

与
条
例
（
以
下
「
改
正
前
給
与
条
例
」
と
い
う
。
）
第
九
条
の
六
の
規
定
を
適
用
す
る
と
し
た

な
ら
ば
支
給
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
住
居
手
当
の
月
額
が
二
千
円
を
超
え
る
学
校
職
員
と
す
る
。 

 

（
適
用
除
外
学
校
職
員
） 

第
二
条 

改
正
条
例
附
則
第
五
項
の
教
育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
学
校
職
員
は
、
次
に
掲
げ
る
学

校
職
員
と
す
る
。 

 

一 

施
行
日
の
前
日
に
お
い
て
改
正
前
給
与
条
例
第
九
条
の
六
第
一
項
第
一
号
に
該
当
し
て
い

た
学
校
職
員
又
は
同
日
に
お
い
て
同
条
の
規
定
を
適
用
す
る
と
し
た
な
ら
ば
同
号
に
該
当
す

る
こ
と
と
な
る
学
校
職
員
で
あ
っ
て
、
次
に
掲
げ
る
学
校
職
員
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も

の 

 
 

イ 

給
与
条
例
第
九
条
の
六
の
規
定
を
適
用
す
る
と
し
た
な
ら
ば
新
た
に
同
条
第
一
項
第
二

号
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
学
校
職
員 

 
 

ロ 

改
正
前
給
与
条
例
第
九
条
の
六
の
規
定
を
適
用
す
る
と
し
た
な
ら
ば
同
条
第
一
項
第
一

号
に
該
当
し
な
い
こ
と
と
な
る
学
校
職
員 

 

二 

施
行
日
の
前
日
に
お
い
て
改
正
前
給
与
条
例
第
九
条
の
六
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該

当
し
て
い
た
学
校
職
員
又
は
同
日
に
お
い
て
同
条
の
規
定
を
適
用
す
る
と
し
た
な
ら
ば
同
項

各
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
学
校
職
員
で
あ
っ
て
、
同
条
の
規
定
を
適
用
す

る
と
し
た
な
ら
ば
同
項
各
号
の
い
ず
れ
か
又
は
全
て
に
該
当
し
な
い
こ
と
と
な
る
学
校
職
員 

 

三 

改
正
条
例
附
則
第
五
項
に
規
定
す
る
旧
手
当
額
が
二
千
円
以
下
と
な
る
学
校
職
員 



 

四 

前
各
号
に
掲
げ
る
学
校
職
員
に
準
ず
る
学
校
職
員
と
し
て
埼
玉
県
教
育
委
員
会
（
次
条
及

び
第
七
条
に
お
い
て
「
教
育
委
員
会
」
と
い
う
。
）
が
定
め
る
学
校
職
員 

 
（
家
賃
の
月
額
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合
の
旧
手
当
額
） 

第
三
条 
改
正
条
例
附
則
第
五
項
の
教
育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場

合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
を
基
礎
と
し
て
改
正
前
給
与
条
例
第
九
条
の
六
第

二
項
の
規
定
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
住
居
手
当
の
月
額
に
相
当
す
る
額
と
す
る
。 

 

一 

変
更
後
の
家
賃
の
月
額
が
当
該
変
更
前
に
支
給
さ
れ
て
い
た
改
正
条
例
附
則
第
五
項
の
規

定
に
よ
る
住
居
手
当
の
月
額
又
は
当
該
変
更
前
に
同
項
の
規
定
を
適
用
す
る
と
し
た
な
ら
ば

支
給
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
住
居
手
当
の
月
額
の
算
出
の
基
礎
と
な
っ
た
家
賃
の
月
額
（
以
下

こ
の
号
及
び
次
号
に
お
い
て
「
旧
家
賃
月
額
」
と
い
う
。
）
よ
り
高
い
場
合
（
第
三
号
に
掲

げ
る
場
合
を
除
く
。
） 

旧
家
賃
月
額 

 

二 

変
更
後
の
家
賃
の
月
額
が
旧
家
賃
月
額
よ
り
低
い
場
合
（
次
号
に
掲
げ
る
場
合
を
除
く
。
） 

 
 
 

変
更
後
の
家
賃
の
月
額 

 

三 

施
行
日
の
前
日
に
お
い
て
改
正
前
給
与
条
例
第
九
条
の
六
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該

当
し
て
い
た
場
合
又
は
同
日
に
お
い
て
同
条
の
規
定
を
適
用
す
る
と
し
た
な
ら
ば
同
項
各
号

の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
場
合 

教
育
委
員
会
が
定
め
る
額 

 

（
確
認
及
び
決
定
） 

第
四
条 

任
命
権
者
（
そ
の
委
任
を
受
け
た
者
を
含
む
。
）
は
、
施
行
日
の
前
日
に
改
正
前
給
与

条
例
第
九
条
の
六
の
規
定
に
よ
り
支
給
さ
れ
て
い
た
住
居
手
当
に
係
る
事
実
（
令
和
二
年
三
月

二
日
か
ら
施
行
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
当
該
住
居
手
当
に
係
る
家
賃
の
月
額
の
変
更
を
含
む
。
）

を
学
校
職
員
の
住
居
手
当
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
四
十
九
年
埼
玉
県
教
育
委
員
会
規
則
第
四
十

号
。
次
条
及
び
第
六
条
に
お
い
て
「
住
居
手
当
規
則
」
と
い
う
。
）
第
七
条
第
二
項
に
規
定
す

る
住
居
手
当
認
定
簿
そ
の
他
の
資
料
に
よ
り
確
認
し
、
当
該
住
居
手
当
を
受
け
て
い
た
学
校
職

員
が
改
正
条
例
附
則
第
五
項
の
学
校
職
員
た
る
要
件
を
具
備
す
る
場
合
は
、
施
行
日
に
お
い
て

支
給
す
べ
き
同
項
の
規
定
に
よ
る
住
居
手
当
の
月
額
を
決
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
支
給
の
始
期
及
び
終
期
） 

第
五
条 

改
正
条
例
附
則
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
住
居
手
当
の
支
給
は
、
学
校
職
員
が
新
た
に
同

項
の
学
校
職
員
た
る
要
件
を
具
備
す
る
に
至
っ
た
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
（
そ
の
日
が
月
の
初

日
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
日
の
属
す
る
月
）
か
ら
開
始
し
、
学
校
職
員
が
同
項
の
学
校
職
員
た

る
要
件
を
欠
く
に
至
っ
た
日
の
属
す
る
月
（
そ
の
日
が
月
の
初
日
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
日
の

属
す
る
月
の
前
月
）
又
は
令
和
三
年
三
月
の
い
ず
れ
か
早
い
月
を
も
っ
て
終
わ
る
。
た
だ
し
、

次
条
に
お
い
て
準
用
す
る
住
居
手
当
規
則
第
六
条
第
一
項
前
段
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
こ
れ
に

係
る
事
実
の
生
じ
た
日
か
ら
十
五
日
を
経
過
し
た
後
に
さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
住
居
手
当

の
支
給
の
開
始
に
つ
い
て
は
、
そ
の
届
出
を
受
理
し
た
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
（
そ
の
日
が
月



の
初
日
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
日
の
属
す
る
月
）
か
ら
行
う
も
の
と
す
る
。 

 
（
住
居
手
当
規
則
の
準
用
） 

第
六
条 

住
居
手
当
規
則
第
六
条
か
ら
第
十
条
ま
で
（
第
九
条
第
一
項
を
除
く
。
）
の
規
定
は
、

改
正
条
例
附
則
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
住
居
手
当
の
支
給
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
住
居
手
当
規
則
第
六
条
第
一
項
中
「
新
た
に
条
例
第
九
条
の
六
第
一
項
」
と
あ
る
の

は
「
令
和
元
年
改
正
条
例
附
則
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
住
居
手
当
に
関
す
る
規
則
（
令
和
二
年

埼
玉
県
教
育
委
員
会
規
則
第
十
四
号
）
第
一
条
に
規
定
す
る
学
校
職
員
で
あ
つ
て
、
新
た
に
学

校
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
及
び
義
務
教
育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
特

別
措
置
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
（
令
和
元
年
埼
玉
県
条
例
第
二
十
四
号
）
附

則
第
五
項
」
と
、
住
居
手
当
規
則
第
七
条
第
二
項
中
「
前
項
」
と
あ
る
の
は
「
令
和
元
年
改
正

条
例
附
則
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
住
居
手
当
に
関
す
る
規
則
第
四
条
又
は
前
項
」
と
、
住
居
手

当
規
則
第
九
条
第
二
項
中
「
改
定
す
る
。
前
項
た
だ
し
書
の
規
定
は
、
住
居
手
当
の
月
額
を
増

額
し
て
改
定
す
る
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
」
と
あ
る
の
は
「
改
定
す
る
」
と
読
み
替
え
る
も

の
と
す
る
。 

 

（
雑
則
） 

第
七
条 

こ
の
規
則
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
改
正
条
例
附
則
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
住
居
手
当

の
支
給
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
教
育
委
員
会
が
埼
玉
県
人
事
委
員
会
と
協
議
し
て
定
め
る
。 

 
 
 

附 

則 

 

こ
の
規
則
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 



                     教 職 第 １ ３ ６ ６ 号 

                     令 和２年３月３１日 

 

 各市町村教育委員会教育長 
 各 市 町 村 立 学 校 長     
 各 県 立 学 校 長      
 関 係 各 課 （ 所 ・ 館 ） 長 
 

埼玉県教育委員会教育長 

                                               （公印省略）  
 

   「学校職員の期末手当及び勤勉手当の支給について」の 

   一部改正について（通知） 

 

「学校職員の期末手当及び勤勉手当の支給について」（昭和３９年

３月１６日付け３９教学発第２４５号）の一部を下記のとおり改正し

たので、令和２年４月１日以降は、これによってください。 

 

記 

 

 第２２項を第２３項とし、第１５項から第２１項までを１項ずつ繰

り下げる。  
 第１４項中「規則第７条第１項第１号チ」を「規則第７条第１項第

１号ト」に改め、同項を第１５項とし、第１３項を第１４項とし、第

６項から第１２項までを１項ずつ繰り下げる。  
 第５項中「規則第３条第２号リ」を「規則第３条第２号チ」に改め、

同項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。  
５ 規則第３条第２号ヘの埼玉県教育委員会（以下「教育委員会」と

いう。）の定める職員は、技能職員の給与等に関する訓令（平成１

２年警察本部訓令第１１号）の適用を受ける職員とする。  
 

様  



 

新旧対照表 
 ○学校職員の期末手当及び勤勉手当の支給について（通知） 
                                                          （下線部分は、改正部分） 

新 旧 

   学校職員の期末手当及び勤勉手当の支給について 

 

１～４ （略） 

 

５ 規則第３条第２号ヘの埼玉県教育委員会（以下「教育委員会」という。）

の定める職員は、技能職員の給与等に関する訓令（平成１２年警察本部

訓令第１１号）の適用を受ける職員とする。 

 

６ 規則第３条第２号チの教育委員会の定めるものは、行政執行法人（独

立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第４項に規定す

る行政執行法人をいう。以下同じ。）のうち、期末手当及び勤勉手当（こ

れらに相当する給与を含む。）の支給について、条例の適用を受ける学校

職員としての在職期間を当該行政執行法人の職員としての在職期間に通

算することとしている行政執行法人の職員（次項の職員を除く。）とする。 

 

７～14 （略） 

 

15 規則第７条第１項第１号ト（規則第１３条第１項において準用する場

合を含む。）の教育委員会が定めるものは、行政執行法人のうち、期末手

当及び勤勉手当（これらに相当する給与を含む。）の支給について、当該

行政執行法人の職員が条例の適用を受ける学校職員となつた場合に当該

職員に対して期末手当及び勤勉手当（これらに相当する給与を含む。）を

支給しないこととしている行政執行法人の職員（次項の職員を除く。）と

する。 

 

16～23 （略） 

   学校職員の期末手当及び勤勉手当の支給について 

 

１～４ （略） 

 

（新設） 

 

 

 

５ 規則第３条第２号リの教育委員会の定めるものは、行政執行法人（独

立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第４項に規定す

る行政執行法人をいう。以下同じ。）のうち、期末手当及び勤勉手当（こ

れらに相当する給与を含む。）の支給について、条例の適用を受ける学校

職員としての在職期間を当該行政執行法人の職員としての在職期間に通

算することとしている行政執行法人の職員（次項の職員を除く。）とする。 

 

６～13 （略） 

 

14 規則第７条第１項第１号チ（規則第１３条第１項において準用する場

合を含む。）の教育委員会が定めるものは、行政執行法人のうち、期末手

当及び勤勉手当（これらに相当する給与を含む。）の支給について、当該

行政執行法人の職員が条例の適用を受ける学校職員となつた場合に当該

職員に対して期末手当及び勤勉手当（これらに相当する給与を含む。）を

支給しないこととしている行政執行法人の職員（次項の職員を除く。）と

する。 

 

15～22 （略） 

 



                    教 職 第 １ ３ ６ ７ 号 
                    令 和 ２ 年 ３月３ １日 

 
 各市町村教育委員会教育長 
 各 市 町 村 立 学 校 長     
 各 県 立 学 校 長      
 関 係 各 課 （ 所 ・ 館 ） 長 

 
 
                   埼玉県教育委員会教育長  
                                                 （公印省略）  
 
「学校職員の通勤手当の運用について」の一部改正について（通知） 

 
 「学校職員の通勤手当の運用について」（昭和４８年４月１６日付

け教学二第１５号）の一部を下記のとおり改正したので、令和２年４

月１日以降は、これによってください。  
 

記 

 

 第２条関係第２項第２号中「財団法人日本デジタル道路地図協会」

を「一般財団法人日本デジタル道路地図協会」に改める。  
 第８条関係第２項を削り、第１項の項番号を削る。  
第１２条関係第２項中「この条の第１項の」を「この条の第１項た

だし書（この条の第２項において準用する場合を含む。）の「１５日」

の期間及び」に改め、「扶養手当における取扱い（」を削り、「条例第

９条及び規則第３条関係第２項）」を「条例第９条及び規則第３条関係

第２項及び第３項の規定」に改める。  
 

 

様  
 



1/2  

新旧対照表 

○学校職員の通勤手当の運用について（通知） 

（下線部分は改正部分） 

新 旧 

第２条関係 

１ （略） 

２ この条の第３号の「経路の長さ」の測定に当たつては、次に掲げる方

法のいずれかにより行うことができるものとする。ただし、この測定は、

実測に優先するものと解してはならない。 

 （１）（略） 

 （２）一般財団法人日本デジタル道路地図協会の地図データベースに基

づく電子地図（縮尺５万分の１以上のものに限る。）について、道

路上の２点間距離を経路に沿つて正確に測定できるソフトウエアを

用いて測定する方法 

第２条関係 

１ （略） 

２ この条の第３号の「経路の長さ」の測定に当たつては、次に掲げる方

法のいずれかにより行うことができるものとする。ただし、この測定は、

実測に優先するものと解してはならない。 

 （１）（略） 

 （２）財団法人日本デジタル道路地図協会の地図データベースに基づく

電子地図（縮尺５万分の１以上のものに限る。）について、道路上の

２点間距離を経路に沿つて正確に測定できるソフトウエアを用いて

測定する方法 

  

第３条関係～第７条関係 （略） 第３条関係～第７条関係 （略） 

  

第８条関係 

 この条の第１項第２号の「交替制勤務に従事する職員等」とは、平均１

箇月当たりの通勤所要回数が２１回である職員と異なる職員及び兼任によ

り２以上の勤務学校に通勤している職員をいい、これらの職員の平均１箇

月当たりの通勤所要回数は、年間を通じて通勤に要することとなる回数を

１２で除して得た数とする。この場合において１位未満の端数があるとき

は、その端数は切り捨てるものとする。 

（削る。） 

第８条関係 

１ この条の第１項第２号の「交替制勤務に従事する職員等」とは、平均

１箇月当たりの通勤所要回数が２１回である職員と異なる職員及び兼任

により２以上の勤務学校に通勤している職員をいい、これらの職員の平

均１箇月当たりの通勤所要回数は、年間を通じて通勤に要することとな

る回数を１２で除して得た数とする。この場合において１位未満の端数

があるときは、その端数は切り捨てるものとする。 

２ 下総利根大橋を利用する職員の運賃等相当額の算出においては、その

使用する自動車等の区分に応じてそれぞれの利用料金（自動車にあつて

は、小型乗用自動車の利用料金を限度とする。）を基礎として、この条

の第１項第２号の規定を適用するものとする。 

  

第８条の２関係～第１１条の２関係 （略） 第８条の２関係～第１１条の２関係 （略） 

  

第１２条関係 

１ （略） 

第１２条関係 

１ （略） 



2/2  

新 旧 

２ この条の第１項ただし書（この条の第２項において準用する場合を含

む。）の「１５日」の期間及び「届出を受理した日」の取扱いについて

は、学校職員の扶養手当の運用について（昭和６１年６月６日付け教高

校第４５０号）条例第９条及び規則第３条関係第２項及び第３項の規定

の例によるものとする。 

３～６ （略） 

２ この条の第１項の「届出を受理した日」の取扱いについては、扶養手

当における取扱い（学校職員の扶養手当の運用について（昭和６１年６

月６日付け教高第４５０号）条例第９条及び規則第３条関係第２項）の

例によるものとする。 

 

３～６ （略） 

  

第１２条の２関係～第１５条関係 （略） 第１２条の２関係～第１５条関係 （略） 

  

別紙 （略） 別紙 （略） 

 



                    教 職 第 １ ３ ６ ８ 号 
                    令 和 ２ 年 ３月３ １日 

 
 各市町村教育委員会教育長 
 各 市 町 村 立 学 校 長     
 各 県 立 学 校 長      
 関 係 各 課 （ 所 ・ 館 ） 長 

 
 
                   埼玉県教育委員会教育長  
                                                 （公印省略）  
 
「学校職員の住居手当の運用について」の一部改正について（通知） 

 
 「学校職員の住居手当の運用について」（昭和５０年１月７日付け

教学二第４３７号）の一部を下記のとおり改正したので、令和２年４

月１日以降は、これによってください。  
 

記 

 

規則第９条関係第２項中「第１項の」を「第１項ただし書（第２項

において準用する場合を含む。）の「１５日」の期間及び」に改め、「扶

養手当における取扱い（」を削り、「条例第９条及び規則第３条関係第

２項）」を「条例第９条及び規則第３条関係第２項及び第３項の規定」

に改める。 

 
 

 

 

 
 

様  
 



 

新旧対照表 

○学校職員の住居手当の運用について（通知） 

     （下線部分は、改正部分） 

新 旧 

条例第９条の６関係～規則第８条関係 （略） 

 

規則第９条関係 

１ （略） 

２ 第１項ただし書（第２項において準用する場合を含む。）の「１５日」 

 の期間及び「届出を受理した日」の取扱いについては、学校職員の扶養 

 手当の運用について（昭和６１年６月６日付け教高第４５０号）条例第 

 ９条及び規則第３条関係第２項及び第３項の規定の例によるものとす 

 る。 

 

規則第１１条関係 （略） 

 

別紙第１・別紙第２ （略） 

 

条例第９条の６関係～規則第８条関係 （略） 

 

規則第９条関係 

１ （略） 

２ 第１項の「届出を受理した日」の取扱いについては、扶養手当におけ 

 る取扱い（学校職員の扶養手当の運用について（昭和６１年６月６日付 

 け教高第４５０号）条例第９条及び規則第３条関係第２項）の例による 

 ものとする。 

 

 

規則第１１条関係 （略） 

 

別紙第１・別紙第２ （略） 

 



                    教 職 第 １ ３ ６ ９ 号 
                    令 和 ２ 年 ３月３ １日 

 
 各市町村教育委員会教育長 
 各 市 町 村 立 学 校 長     
 各 県 立 学 校 長      
 関 係 各 課 （ 所 ・ 館 ） 長 

 
 
                   埼玉県教育委員会教育長  
                                                 （公印省略）  
 
「学校職員の扶養手当の運用について」の一部改正について（通知） 

 
 「学校職員の扶養手当の運用について」（昭和６１年６月６日付け

教高第４５０号）の一部を下記のとおり改正したので、令和２年４月

１日以降は、これによってください。  
 

記 

 

 条例第９条及び規則第３条関係第１項中「同条第３項」を「同条第３

項第７号」に改め、同関係第２項中「条例第９条第２項」の次に「ただ

し書」を加え、同関係中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第

２項として次の１項を加える。 

２ 災害その他職員の責めに帰することができない事由により、職員が

条例第９条第１項の規定による届出を行うことができないと認めら

れる期間は、同条第２項ただし書（同条第３項において準用する場合

を含む。以下同じ。）の「１５日」の期間に含まれないものとする。 

  

様  
 



 

新旧対照表 

○学校職員の扶養手当の運用について（通知） 

     （下線部分は、改正部分） 

新 旧 

条例第８条関係及び規則第２条関係 （略） 

 

条例第９条及び規則第３条関係  

１ 条例第９条第１項第２号の「満２２歳に達した日以後の最初の３月３ 

 １日の経過により、扶養親族としての要件を欠くに至つた場合」及び同 

 条第３項第７号の「特定期間にある子でなかつた者が特定期間にある子 

 となつた場合」については、扶養手当認定簿に記載され、又は規則第３ 

 条第２項の総務事務システム（以下「総務事務システム」という。）に 

 記録された当該扶養親族の生年月日によつて当該事実を確認し、条例第 

 ９条第２項又は第３項の規定に従い、扶養手当の月額を認定するものと 

 する。この認定に係る扶養手当の支給に関する事項は、当該扶養手当認 

 定簿に記載し、又は総務事務システムに記録するものとする。 

 

２ 災害その他職員の責めに帰することができない事由により、職員が条 

 例第９条第１項の規定による届出を行うことができないと認められる 

 期間は、同条第２項ただし書（同条第３項において準用する場合を含む。 

 以下同じ。）の「１５日」の期間に含まれないものとする。 

 

 ３ 条例第９条第２項ただし書の「届出を受理した日」とは、届出を受け 

  付けた日をさすものとする。ただし、職員が遠隔又は交通不便の地にあ 

  るため届出書類の送達に時日を要する場合にあつては、職員が届出書類 

  を実際に発送した日を「届出を受理した日」とみなして取り扱うことが 

  できる。 

 

条例第８条関係及び規則第２条関係 （略） 

 

条例第９条及び規則第３条関係  

１ 条例第９条第１項第２号の「満２２歳に達した日以後の最初の３月３ 

 １日の経過により、扶養親族としての要件を欠くに至つた場合」及び同 

 条第３項の「特定期間にある子でなかつた者が特定期間にある子となつ 

 た場合」については、扶養手当認定簿に記載され、又は規則第３条第２ 

 項の総務事務システム（以下「総務事務システム」という。）に記録さ 

 れた当該扶養親族の生年月日によつて当該事実を確認し、条例第９条第 

 ２項又は第３項の規定に従い、扶養手当の月額を認定するものとする。 

 この認定に係る扶養手当の支給に関する事項は、当該扶養手当認定簿に 

 記載し、又は総務事務システムに記録するものとする。 

 

（新設） 

 

 

 

 

２ 条例第９条第２項の「届出を受理した日」とは、届出を受け付けた日 

 をさすものとする。ただし、職員が遠隔又は交通不便の地にあるため届 

 出書類の送達に時日を要する場合にあつては、職員が届出書類を実際に 

 発送した日を「届出を受理した日」とみなして取り扱うことができる。 

 

 



 

４ 規則第３条第２項の「総務事務システム」は、総務事務センター所長 

 が所管する情報システムに限るものとする。 

 

規則第４条関係・規則第６条関係 （略） 

 

３ 規則第３条第２項の「総務事務システム」は、総務事務センター所長 

 が所管する情報システムに限るものとする。 

 

規則第４条関係・規則第６条関係 （略） 

 

 



                    教 職 第 １ ３ ２ ９ 号 

                    令 和２年３月３１日 

 

 各市町村教育委員会教育長 
 各 市 町 村 立 学 校 長     
 各 県 立 学 校 長      
 関 係 課 所 館 長 
 

埼玉県教育局教育総務部教職員課長 

                                                （公印省略）  
 

 

   「学校職員の単身赴任届等の取扱いについて」の一部改正 

   について（通知） 

 

「学校職員の単身赴任届等の取扱いについて」（平成２年３月３１

日付け教職第６２９号）の一部を下記のとおり改正したので、令和２

年４月１日以降は、これによってください。 

 

記 

 

 第２ 認定第２項中「埼玉県教育委員会教育長の権限に属する事務

の委任及び決裁に関する規程（昭和５６年埼玉県教育委員会教育長訓

令第５号）に基づき、所轄の教育事務所長」を「教職員課長」に改め

る。 

 第３ 単身赴任届及び単身赴任手当認定簿中「平成２年３月３１日

付け教職第６２８号」を「平成１５年３月３１日付け教職第６８２号」

に改める。 

 第４ 確認及び決定に係る協議中「確認」を「県立学校職員及び教

育局等職員に係る確認」に改める。 

様  



 

新旧対照表 

○学校職員の単身赴任届等の取扱いについて（通知）            

                                                          （下線部分は、改正部分） 

新 旧 

   学校職員の単身赴任届等の取扱いについて 
記 

第１ （略） 

 

第２ 認定 

 １ （略） 

 ２ 市町村立学校職員に係る認定は、教職員課長が行う。 

 

 

 

第３ 単身赴任届及び単身赴任手当認定簿 

  県立学校に勤務する職員のうち、職員の給与に関する条例の適用を受け

る者の単身赴任届及び単身赴任手当認定簿の様式は、平成１５年３月３１

日付け教職第６８２号による別紙第１及び別紙第２を使用するものとす

る。 

 

第４ 確認及び決定に係る協議 

 県立学校職員及び教育局等職員に係る確認及び決定に当たっては、当分

の間、教職員課長と協議のうえ行うものとする。 

 

   学校職員の単身赴任届等の取扱いについて 
記 

第１ （略） 

 

第２ 認定 

 １ （略） 

 ２ 市町村立学校職員に係る認定は、埼玉県教育委員会教育長の権限に  

属する事務の委任及び決裁に関する規程（昭和５６年埼玉県教育委員

会教育長訓令第５号）に基づき、所轄の教育事務所長が行う。 

 

第３ 単身赴任届及び単身赴任手当認定簿 

  県立学校に勤務する職員のうち、職員の給与に関する条例の適用を受け

る者の単身赴任届及び単身赴任手当認定簿の様式は、平成２年３月３１日

付け教職第６２８号による別紙第１及び別紙第２を使用するものとする。 

 

 

第４ 確認及び決定に係る協議 

 確認及び決定に当たっては、当分の間、教職員課長と協議のうえ行うも

のとする。 

 



                        教 職 第 １ ３ ７ ０ 号 
                        令 和 ２ 年 ３月３ １日 

 
 各市町村教育委員会教育長 
 各 市 町 村 立 学 校 長     
 各 県 立 学 校 長      
 関 係 各 課 （ 所 ・ 館 ） 長 

 
 
                       埼玉県教育委員会教育長  
                                                      （公印省略）  
 
「学校職員の単身赴任手当の運用について」の一部改正について（通知） 

 
 「学校職員の単身赴任手当の運用について」（平成１５年３月３１日付け教

職第６８２号）の一部を下記のとおり改正したので、令和２年４月１日以降は、

これによってください。  
 

記 

 

規則第１０条関係第３項中「規則第１０条第１項の」を「規則第１０条第１項

ただし書（同条第２項において準用する場合を含む。）の「１５日」の期間及び」

に改め、「扶養手当における取扱い（」を削り、「条例第９条及び規則第３条関係

第２項）」を「条例第９条及び規則第３条関係第２項及び第３項の規定」に改め

る。 

 
 

 

 

 
 

様  
 



新旧対照表 

○学校職員の単身赴任手当の運用について（通知） 

（下線部分は改正部分） 

新 旧 

条例第９条の７関係～規則第９条関係 （略） 条例第９条の７関係～規則第９条関係 （略） 

  

規則第１０条関係 

１・２ （略） 

３ 規則第１０条第１項ただし書（同条第２項において準用する場合を含

む。）の「１５日」の期間及び「届出を受理した日」の取扱いについて

は、学校職員の扶養手当の運用について（昭和６１年６月６日付け教高

第４５０号）条例第９条及び規則第３条関係第２項及び第３項の規定の

例によるものとする。 

規則第１０条関係 

１・２ （略） 

３ 規則第１０条第１項の「届出を受理した日」の取扱いについては、扶

養手当における取扱い（学校職員の扶養手当の運用について（昭和６１

年６月６日付け教高第４５０号）条例第９条及び規則第３条関係第２項）

の例によるものとする。 

  

規則第１３条関係 （略） 規則第１３条関係 （略） 

  

別紙第１・別紙第２ （略） 別紙第１・別紙第２ （略） 
 



                     教 職 第 １ ３ ７ １ 号 

                     令 和２年３月３１日 

 

 各市町村教育委員会教育長 
 各 市 町 村 立 学 校 長     
 各 県 立 学 校 長      
 関 係 各 課 （ 所 ・ 館 ） 長 
 

埼玉県教育委員会教育長 

                                               （公印省略）  
 

   令和元年改正条例附則第５項の規定による住居手当に関する 

   規則の運用について（通知） 

 

 令和元年改正条例附則第５項の規定による住居手当に関する規則

（令和２年埼玉県教育委員会規則第１４号）の運用について下記のと

おり定めたので、令和２年４月１日以降は、これによってください。 

 

記 

 

 規則第２条第４号の「埼玉県教育委員会（次条及び第７条において  
「教育委員会」という。）が定める職員」は、次に掲げる学校職員と  
する。  
１ 令和２年３月１日において学校職員の給与に関する条例及び義務  
 教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の  
 一部を改正する条例（令和元年埼玉県条例第２４号。以下「改正条  
 例」という。）第２条の規定による改正前の学校職員の給与に関す  
 る条例（昭和２７年埼玉県条例第３３号。以下「改正前給与条例」  
 という。）第９条の６第１項第１号に該当していた学校職員又は同  
 日において同条の規定を適用するとしたならば同号に該当すること  
 となる学校職員であって、同月２日から同月３１日までの間に次に  
 掲げる学校職員のいずれかに該当したもの  
 （１）改正条例第２条の規定による改正後の学校職員の給与に関す  
   る条例第９条の６の規定を適用したとしたならば新たに同条第  
   １項第２号に該当することとなった学校職員  

様  



 （２）改正前給与条例第９条の６第１項第１号に該当しないことと  
   なった学校職員又は同条の規定を適用するとしたならば同号に  
   該当しないこととなる学校職員  
２ 令和２年３月１日において改正前給与条例第９条の６第１項各号  
 のいずれにも該当していた学校職員又は同日において同条の規定を  
 適用するとしたならば同項各号のいずれにも該当することとなる学  
 校職員であって、同月２日から同月３１日までの間に同項各号のい  
 ずれか又は全てに該当しないこととなったもの  
３ 令和２年３月２日から同月３１日までの間に改正前給与条例第９  
 条の６の規定による住居手当又は同条の規定を適用するとしたなら  
 ば支給されることとなる住居手当に係る家賃の月額に変更があった  
 学校職員であって、当該変更後の家賃の月額を基礎として同条第２  
 項の規定により算出される住居手当の月額が２，０００円以下とな  
 ったもの  
 



 

 

                                              人 委 第 ７ ７ ８ － ５ 号 

                       令 和 ２ 年 ３ 月 ３ １ 日 

 

 各任命権者 様 

 

 

埼玉県人事委員会委員長  

 

 

「勤勉手当の成績率の運用について」の一部改正について (通知 ) 

 

「勤勉手当の成績率の運用について」（平成１４年３月２９日付け人委第 

１１９９号）の一部を下記のとおり改正したので、令和２年４月１日以降は、

これによってください。  

 

記  

 

 第１項（１）イ中「１００分の４５」を「１００分の５０」に改め、同項

（１）ロ中「１００分の３５」を「１００分の４０」に改め、同項（１）ハ

及びニ中「１００分の２５」を「１００分の３０」に改め、同項（２）イ中

「１００分の７０」を「１００分の７５」に改め、同項（２）ロ中「１００

分の５０」を「１００分の５５」に改め、同項（２）ハ及びニ中「１００分

の３０」を「１００分の３５」に改める。  

 



 

新旧対照表 

○勤勉手当の成績率の運用について(通知) 

（下線部分は、改正部分） 

新 旧 

基準日以前６箇月以内の期間において、地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２９条の規定による懲戒処分を受けた職員及び訓告その他の

矯正措置を受けた職員の成績率は、次に掲げる職員の区分に応じて、それぞ

れ次に掲げる割合を基本として決定するものとする。 

 

基準日以前６箇月以内の期間において、地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２９条の規定による懲戒処分を受けた職員及び訓告その他の

矯正措置を受けた職員の成績率は、次に掲げる職員の区分に応じて、それぞ

れ次に掲げる割合を基本として決定するものとする。 

 

１ 地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の

６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職

員」という。）以外の職員 

 （１）特定幹部職員以外の職員 

  イ 停職の処分を受けた職員 勤務成績が良好な職員に適用する割

合から１００分の５０を減じた割合 

  ロ 減給の処分を受けた職員（イに該当する職員を除く。） 勤務成

績が良好な職員に適用する割合から１００分の４０を減じた割合 

  ハ 戒告の処分を受けた職員（イ及びロに該当する職員を除く。） 

勤務成績が良好な職員に適用する割合から１００分の３０を減じ

た割合 

  ニ 訓告その他の矯正措置を受けた職員（イからハまでに該当する職

員を除く。） 勤務成績が良好な職員に適用する割合から１００分

の３０未満を減じた割合 

 （２）特定幹部職員 

  イ 停職の処分を受けた職員 勤務成績が良好な職員に適用する割

合から１００分の７５を減じた割合 

  ロ 減給の処分を受けた職員（イに該当する職員を除く。） 勤務成

績が良好な職員に適用する割合から１００分の５５を減じた割合 

  ハ 戒告の処分を受けた職員（イ及びロに該当する職員を除く。） 

勤務成績が良好な職員に適用する割合から１００分の３５を減じ

１ 地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の

６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職

員」という。）以外の職員 

 （１）特定幹部職員以外の職員 

  イ 停職の処分を受けた職員 勤務成績が良好な職員に適用する割

合から１００分の４５を減じた割合 

  ロ 減給の処分を受けた職員（イに該当する職員を除く。） 勤務成

績が良好な職員に適用する割合から１００分の３５を減じた割合 

  ハ 戒告の処分を受けた職員（イ及びロに該当する職員を除く。） 

勤務成績が良好な職員に適用する割合から１００分の２５を減じ

た割合 

  ニ 訓告その他の矯正措置を受けた職員（イからハまでに該当する職

員を除く。） 勤務成績が良好な職員に適用する割合から１００分

の２５未満を減じた割合 

 （２）特定幹部職員 

  イ 停職の処分を受けた職員 勤務成績が良好な職員に適用する割

合から１００分の７０を減じた割合 

  ロ 減給の処分を受けた職員（イに該当する職員を除く。） 勤務成

績が良好な職員に適用する割合から１００分の５０を減じた割合 

  ハ 戒告の処分を受けた職員（イ及びロに該当する職員を除く。） 

勤務成績が良好な職員に適用する割合から１００分の３０を減じ



 

新 旧 

た割合 

  ニ 訓告その他の矯正措置を受けた職員（イからハまでに該当する職

員を除く。） 勤務成績が良好な職員に適用する割合から１００分

の３５未満を減じた割合 

た割合 

  ニ 訓告その他の矯正措置を受けた職員（イからハまでに該当する職

員を除く。） 勤務成績が良好な職員に適用する割合から１００分

の３０未満を減じた割合 

２（略） 

 

２（略） 

 

 



 

 

                                              人 委 第 ７ ７ ８ － ６ 号 

                       令 和 ２ 年 ３ 月 ３ １ 日 

 

 各任命権者 様 

 

 

埼玉県人事委員会委員長  

 

 

「退職手当の調整額に係る職員の区分に関する規則の運用につい

て」の一部改正について（通知）  

 

 「退職手当の調整額に係る職員の区分に関する規則の運用について」（平成  

１８年３月３０日付け人委第７４７－１３号）の一部を下記のとおり改正した  

ので、令和２年４月１日以降は、これによってください。 

記  

 第６項第７号中「第 22 条第２項」を「第 22 条の３第１項」に改める。  

 



 

新旧対照表 

○退職手当の調整額に係る職員の区分に関する規則の運用について（通知） 

     （下線部分は、改正部分） 

新 旧 

１～５ （略） 

 

６ 規則別表イの表第６号区分の項各号に規定する人事委員会の定めるも 

 のは、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるものとする。 

 (1)～(6) （略） 

 (7) 規則別表イの表第６号区分の項第９号に規定する人事委員会の定め

るもの 

    平成８年４月以後平成18年３月以前の学校職員給与条例の教育職給

料表(1)の適用を受けていた者でその属する職務の級が２級であった

もののうち、大学４卒相当の経験年数（学校職員の初任給、昇格、昇

給等の基準に関する規則（以下「学校職員初任給規則」という。）に

規定する級別資格基準表の適用に係る学校職員の経験年数（学校職員

初任給規則第７条の規定に基づき経験年数の調整を受ける学校職員に

あっては、同条の規定による調整前の経験年数）をいう。以下同じ。）

が27年（その職員であった期間中、勤務成績が良好であった者に限る）

を超えていたもの（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の３

第１項、女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律

（昭和30年法律第125号）第３条第１項及び地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第110号）第６条第１項第２号に規定する臨

時的任用に係る学校職員（以下「臨時的任用学校職員」という。）並び

に同項第１号の規定により任期を定めて採用された学校職員（以下「育

児休業任期付学校職員」という。）を除く） 

 (8)～(9) （略） 

７～16 （略） 

１～５ （略） 

 

６ 規則別表イの表第６号区分の項各号に規定する人事委員会の定めるも 

 のは、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるものとする。 

 (1)～(6) （略） 

 (7) 規則別表イの表第６号区分の項第９号に規定する人事委員会の定め

るもの 

    平成８年４月以後平成18年３月以前の学校職員給与条例の教育職給

料表(1)の適用を受けていた者でその属する職務の級が２級であった

もののうち、大学４卒相当の経験年数（学校職員の初任給、昇格、昇

給等の基準に関する規則（以下「学校職員初任給規則」という。）に

規定する級別資格基準表の適用に係る学校職員の経験年数（学校職員

初任給規則第７条の規定に基づき経験年数の調整を受ける学校職員に

あっては、同条の規定による調整前の経験年数）をいう。以下同じ。）

が27年（その職員であった期間中、勤務成績が良好であった者に限る）

を超えていたもの（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条第２

項、女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律（昭

和30年法律第125号）第３条第１項及び地方公務員の育児休業等に関す

る法律（平成３年法律第110号）第６条第１項第２号に規定する臨時的

任用に係る学校職員（以下「臨時的任用学校職員」という。）並びに同

項第１号の規定により任期を定めて採用された学校職員（以下「育児

休業任期付学校職員」という。）を除く） 

 (8)～(9) （略） 

７～16 （略） 

 



規

則 

会
計
年
度
任
用
職
員
の
報
酬
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

令
和
二
年
三
月
三
十
一
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

埼
玉
県
規
則
第
八
号 

 
 
 

会
計
年
度
任
用
職
員
の
報
酬
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

会
計
年
度
任
用
職
員
の
報
酬
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
三
十
一
年
埼
玉
県
規
則
第
三
十
二
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

第
十
条
第
三
項
第
六
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 

六 

技
能
職
員
（
地
方
公
務
員
法
第
五
十
七
条
に
規
定
す
る
単
純
な
労
務
に
雇
用
さ
れ
る
者
で

あ
っ
て
、
技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
四
年
埼
玉
県
訓
令
第
四
号
）
の

適
用
を
受
け
る
職
員
、
技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
四
年
埼
玉
県
教
育

委
員
会
訓
令
第
四
号
）
の
適
用
を
受
け
る
職
員
そ
の
他
知
事
が
定
め
る
職
員
を
い
う
。
） 

 

第
十
条
第
三
項
中
第
七
号
を
削
り
、
第
八
号
を
第
七
号
と
す
る
。 

 

第
十
一
条
第
二
項
中
「
退
職
し
、
又
は
失
職
し
た
」
を
「
退
職
し
た
」
に
改
め
る
。 

 

第
十
二
条
第
一
項
中
「
、
若
し
く
は
失
職
し
」
を
削
る
。 

 

第
十
四
条
第
一
号
中
「
二
万
五
千
七
百
五
十
円
」
を
「
二
万
三
千
七
百
八
十
円
」
に
改
め
、
同

条
第
二
号
中
「
一
万
四
十
円
」
を
「
九
千
二
百
七
十
円
」
に
改
め
る
。 

 

第
十
六
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。 

３ 

退
職
し
た
第
二
号
会
計
年
度
任
用
職
員
に
対
す
る
退
職
手
当
の
額
を
計
算
す
る
場
合
に
お
け

る
給
料
の
額
は
、
前
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
知
事
が
別
に
定
め
る
額
と
す
る
。 

 

附
則
第
一
項
中
「
平
成
三
十
二
年
四
月
一
日
」
を
「
令
和
二
年
四
月
一
日
」
に
改
め
る
。 

 

附
則
第
二
項
中
「
平
成
三
十
二
年
四
月
一
日
」
を
「
令
和
二
年
四
月
一
日
」
に
、
「
平
成
三
十

三
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
三
年
三
月
三
十
一
日
」
に
、
「
平
成
三
十
三
年
四
月
一
日
」
を

「
令
和
三
年
四
月
一
日
」
に
、
「
平
成
三
十
四
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
四
年
三
月
三
十
一

日
」
に
、
「
平
成
三
十
四
年
四
月
一
日
」
を
「
令
和
四
年
四
月
一
日
」
に
、
「
平
成
三
十
五
年
三

月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。 

 

附
則
第
三
項
第
一
号
中
「
平
成
三
十
二
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
二
年
三
月
三
十
一
日
」 

に
改
め
る
。 

 

附
則
第
四
項
中
「
平
成
三
十
二
年
六
月
三
十
日
」
を
「
令
和
二
年
六
月
三
十
日
」
に
改
め
る
。 

 

別
表
第
一
か
ら
別
表
第
五
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

  

 



 
 

  
 

     

別表第１（第２条関係）

月額

円

1 438,300

医師及び歯科医師

医療職報酬等基準額表⑴

職種

号給

別表第２（第２条関係）

月額 月額 月額 月額 月額 月額 月額

円 円 円 円 円 円 円

1 247,354 206,458 184,127 203,201 213,101 194,514 201,827

2 186,057 204,725 196,342 203,757

3 187,986 206,248 197,865 205,686

4 189,815 207,772 199,795 207,515

5 191,643 209,397 201,827 209,343

6 193,573 210,717 203,757 211,273

7 195,401 212,241 205,686 213,101

8 196,925 215,158 207,515

9 198,448 209,343

10 199,972 211,273

11 201,597 213,101

12 202,917

13 204,441

14 206,458

義肢装具士 歯科衛生士 歯科技工士

号給

医療職報酬等基準額表⑵

職種
薬剤師
獣医師

管理栄養士

栄養士（管
理栄養士を
除く。）
衛生検査技
師

診療放射線
技師
臨床検査技
師
理学療法士
作業療法士
視能訓練士
言語聴覚士



 

 

別表第３（第２条関係）

月額 月額 月額 月額 月額

円 円 円 円 円

1 219,395 216,052 206,902 183,886 176,236

2 220,817 218,389 209,239

3 222,239 220,725 211,575

4 223,458 222,959 213,809

5 224,880 225,295 216,145

6 226,302

7 227,826

准看護師
（外来業務に
従事するもの）

号給

医療職報酬等基準額表⑶

職種 保健師

看護師
（外来業務以
外の業務に従
事するもの）

看護師
（外来業務に
従事するもの）

准看護師
（外来業務以
外の業務に従
事するもの）

別表第４（第２条関係）

月額 月額

円 円

1 152,965 191,664

2 154,083 193,391

3 155,200 195,219

4 156,317 196,946

5 157,333 198,571

6 158,755 199,993

7 160,075 201,516

8 161,396 203,040

9 162,615 204,360

10 164,138 205,681

11 165,662 206,900

12 167,287 208,220

13 168,506 209,540

14 170,029 210,861

15 171,553 212,181

16 173,076 213,502

17 174,397 214,619

18 177,139 215,939

号給

行政事務報酬等基準額表

職種

前記以外の職

標準的な会計年度任用職員の職務を
行うもの

相当の知識又は経験を必要とする会
計年度任用職員の職務を行うもの



                

             
 
 

附 

則 

 

こ
の
規
則
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

調整数 調整額 

      円 

１ 5,700 

２ 11,400 

３ 17,100 

４ 22,800 

 

19 179,780 217,260

20 182,421 218,580

21 185,062 219,698

22 186,789 220,815

23 188,414 221,831

24 190,140 222,948

25 191,664 224,065

別表第５（第５条、第１６条関係） 

    報酬等の調整額表 
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新
旧
対
照
表 

会
計
年
度
任
用
職
員
の
報
酬
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

 

改 
 

正 
 

案 

現 
 

行 
会
計
年
度
任
用
職
員
の
報
酬
等
に
関
す
る
規
則 

会
計
年
度
任
用
職
員
の
報
酬
等
に
関
す
る
規
則 

注 

こ
の
規
則
は
、
平
成
三
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
さ
れ
る
。 

注 

こ
の
規
則
は
、
平
成
三
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
さ
れ
る
。 

 
 

第
一
条
～
第
九
条 
（
略
） 

第
一
条
～
第
九
条 

（
略
） 

 
 

（
条
例
第
二
条
第
八
項
及
び
条
例
第
六
条
第
四
項
の
規
則
で
定
め
る
者
） 

（
条
例
第
二
条
第
八
項
及
び
条
例
第
六
条
第
四
項
の
規
則
で
定
め
る
者
） 

第
十
条 

条
例
第
二
条
第
八
項
及
び
条
例
第
六
条
第
四
項
の
規
則
で
定
め
る
者
は
、
次

に
掲
げ
る
者
と
す
る
。 

第
十
条 

条
例
第
二
条
第
八
項
及
び
条
例
第
六
条
第
四
項
の
規
則
で
定
め
る
者
は
、
次

に
掲
げ
る
者
と
す
る
。 

一
～
五 

（
略
） 

一
～
五 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

３ 

前
項
第
二
号
の
職
員
は
、
次
に
掲
げ
る
者
（
会
計
年
度
任
用
職
員
を
除
く
。
）
と

す
る
。 

３ 

前
項
第
二
号
の
職
員
は
、
次
に
掲
げ
る
者
（
会
計
年
度
任
用
職
員
を
除
く
。
）
と

す
る
。 

一
～
五 

（
略
） 

一
～
五 

（
略
） 

六 

技
能
職
員
（
地
方
公
務
員
法
第
五
十
七
条
に
規
定
す
る
単
純
な
労
務
に
雇
用
さ

れ
る
者
で
あ
っ
て
、
技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
四
年
埼
玉

県
訓
令
第
四
号
）
の
適
用
を
受
け
る
職
員
、
技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程

（
昭
和
四
十
四
年
埼
玉
県
教
育
委
員
会
訓
令
第
四
号
）
の
適
用
を
受
け
る
職
員
そ

の
他
知
事
が
定
め
る
職
員
を
い
う
。
） 

六 

技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
四
年
埼
玉
県
訓
令
第
四
号
）

の
適
用
を
受
け
る
職
員 

（
削
除
） 

七 

技
能
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
四
年
埼
玉
県
教
育
委
員
会
訓

令
第
四
号
）
の
適
用
を
受
け
る
職
員 

七 

特
別
職
の
職
員
（
地
方
公
務
員
法
第
三
条
第
三
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に

掲
げ
る
特
別
職
に
属
す
る
県
の
職
員
（
臨
時
又
は
非
常
勤
の
者
を
除
く
。
）
） 

八 

特
別
職
の
職
員
（
地
方
公
務
員
法
第
三
条
第
三
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に

掲
げ
る
特
別
職
に
属
す
る
県
の
職
員
（
臨
時
又
は
非
常
勤
の
者
を
除
く
。
）
） 

（
期
末
手
当
の
在
職
期
間
の
特
例
） 

（
期
末
手
当
の
在
職
期
間
の
特
例
） 

第
十
一
条 

会
計
年
度
任
用
職
員
の
期
末
手
当
に
係
る
在
職
期
間
に
は
、
基
準
日
以
前

六
月
以
内
の
期
間
に
お
い
て
、
会
計
年
度
任
用
職
員
と
し
て
在
職
し
た
期
間
を
算
入

す
る
。 

第
十
一
条 

会
計
年
度
任
用
職
員
の
期
末
手
当
に
係
る
在
職
期
間
に
は
、
基
準
日
以
前

六
月
以
内
の
期
間
に
お
い
て
、
会
計
年
度
任
用
職
員
と
し
て
在
職
し
た
期
間
を
算
入

す
る
。 

２ 

基
準
日
前
一
月
以
内
に
お
い
て
退
職
し
た
前
条
第
三
項
各
号
に
掲
げ
る
職
員
の
当

該
職
員
と
し
て
の
在
職
期
間
は
、
会
計
年
度
任
用
職
員
の
期
末
手
当
に
係
る
在
職
期

間
に
算
入
し
な
い
。 

２ 

基
準
日
前
一
月
以
内
に
お
い
て
退
職
し
、
又
は
失
職
し
た
前
条
第
三
項
各
号
に
掲

げ
る
職
員
の
当
該
職
員
と
し
て
の
在
職
期
間
は
、
会
計
年
度
任
用
職
員
の
期
末
手
当

に
係
る
在
職
期
間
に
算
入
し
な
い
。 

（
期
末
手
当
基
礎
額
） 

（
期
末
手
当
基
礎
額
） 
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改 
 

正 
 

案 

現 
 

行 

第
十
二
条 

月
額
の
報
酬
を
受
け
る
第
一
号
会
計
年
度
任
用
職
員
に
係
る
期
末
手
当
基

礎
額
は
、
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
基
準
日
（
退
職
し
、
又
は
死
亡
し
た
第
一
号
会
計
年
度
任

用
職
員
に
あ
っ
て
は
、
退
職
し
、
又
は
死
亡
し
た
日
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い

て
同
じ
。
）
現
在
に
お
い
て
そ
の
者
が
受
け
る
べ
き
基
本
報
酬
の
月
額
と
す
る
。 

第
十
二
条 

月
額
の
報
酬
を
受
け
る
第
一
号
会
計
年
度
任
用
職
員
に
係
る
期
末
手
当
基

礎
額
は
、
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
基
準
日
（
退
職
し
、
若
し
く
は
失
職
し
、
又
は
死
亡
し
た

第
一
号
会
計
年
度
任
用
職
員
に
あ
っ
て
は
、
退
職
し
、
若
し
く
は
失
職
し
、
又
は
死

亡
し
た
日
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
現
在
に
お
い
て
そ
の
者
が
受

け
る
べ
き
基
本
報
酬
の
月
額
と
す
る
。 

２
・
３ 

（
略
） 

２
・
３ 

（
略
） 

 
 

第
十
三
条 

（
略
） 

第
十
三
条 

（
略
） 

 
 

（
条
例
第
三
条
の
規
則
で
定
め
る
者
及
び
そ
の
者
に
対
す
る
報
酬
の
基
本
額
） 

（
条
例
第
三
条
の
規
則
で
定
め
る
者
及
び
そ
の
者
に
対
す
る
報
酬
の
基
本
額
） 

第
十
四
条 

条
例
第
三
条
の
規
則
で
定
め
る
者
及
び
こ
れ
に
対
す
る
報
酬
の
基
本
額

は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。 

第
十
四
条 

条
例
第
三
条
の
規
則
で
定
め
る
者
及
び
こ
れ
に
対
す
る
報
酬
の
基
本
額

は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。 

一 

学
校
教
育
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
二
年
文
部
省
令
第
十
一
号
）
第
六
十
五
条

の
二
に
規
定
す
る
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー 

日
額
二
万
三
千
七
百
八
十
円 

一 

学
校
教
育
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
二
年
文
部
省
令
第
十
一
号
）
第
六
十
五
条

の
二
に
規
定
す
る
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー 

日
額
二
万
五
千
七
百
五
十
円 

二 

学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
六
十
五
条
の
三
に
規
定
す
る
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル

ワ
ー
カ
ー 

日
額
九
千
二
百
七
十
円 

二 

学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
六
十
五
条
の
三
に
規
定
す
る
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル

ワ
ー
カ
ー 

日
額
一
万
四
十
円 

 
 

第
十
五
条 

（
略
） 

第
十
五
条 

（
略
） 

 
 

（
給
料
の
額
） 

（
給
料
の
額
） 

第
十
六
条 

条
例
第
六
条
第
二
項
の
第
二
号
会
計
年
度
任
用
職
員
の
給
料
の
額
は
、
報

酬
等
基
準
額
と
す
る
。 

第
十
六
条 

条
例
第
六
条
第
二
項
の
第
二
号
会
計
年
度
任
用
職
員
の
給
料
の
額
は
、
報

酬
等
基
準
額
と
す
る
。 

２ 

第
五
条
第
三
項
の
規
定
は
、
行
政
事
務
報
酬
等
基
準
額
表
の
適
用
を
受
け
る
第
二

号
会
計
年
度
任
用
職
員
の
給
料
の
額
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

２ 

第
五
条
第
三
項
の
規
定
は
、
行
政
事
務
報
酬
等
基
準
額
表
の
適
用
を
受
け
る
第
二

号
会
計
年
度
任
用
職
員
の
給
料
の
額
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

３ 

退
職
し
た
第
二
号
会
計
年
度
任
用
職
員
に
対
す
る
退
職
手
当
の
額
を
計
算
す
る
場

合
に
お
け
る
給
料
の
額
は
、
前
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
知
事
が
別
に
定
め
る

額
と
す
る
。 

（
新
設
） 

第
十
七
条 

（
略
） 
第
十
七
条 

（
略
） 

附 

則 
附 

則 

（
施
行
期
日
） 

（
施
行
期
日
） 

１ 

こ
の
規
則
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

１ 

こ
の
規
則
は
、
平
成
三
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

（
経
過
措
置
） 

（
経
過
措
置
） 

２ 

行
政
事
務
報
酬
等
基
準
額
表
の
適
用
を
受
け
る
会
計
年
度
任
用
職
員
に
対
す
る
第

２ 

行
政
事
務
報
酬
等
基
準
額
表
の
適
用
を
受
け
る
会
計
年
度
任
用
職
員
に
対
す
る
第
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改 
 

正 
 

案 

現 
 

行 

四
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
一
号
給
」
と
あ
る
の
は
、
令

和
二
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
あ
っ
て
は
「
十
九
号

給
」
と
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
あ
っ
て

は
「
十
三
号
給
」
と
、
令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の

間
に
あ
っ
て
は
「
七
号
給
」
と
そ
れ
ぞ
れ
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。 

四
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
一
号
給
」
と
あ
る
の
は
、
平

成
三
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
あ
っ
て
は

「
十
九
号
給
」
と
、
平
成
三
十
三
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
四
年
三
月
三
十
一
日

ま
で
の
間
に
あ
っ
て
は
「
十
三
号
給
」
と
、
平
成
三
十
四
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三

十
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
あ
っ
て
は
「
七
号
給
」
と
そ
れ
ぞ
れ
読
み
替
え

る
も
の
と
す
る
。 

３ 

条
例
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規
則
で
定
め
る
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に

応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
お
り
と
す
る
。 

３ 

条
例
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規
則
で
定
め
る
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に

応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
お
り
と
す
る
。 

一 

平
成
三
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
二
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
（
以
下

「
特
定
期
間
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
、
一
週
間
当
た
り
の
勤
務
時
間
が
同
一

で
、
か
つ
、
同
種
の
職
に
在
職
し
て
い
た
者 

特
定
期
間
に
お
い
て
受
け
て
い
た

報
酬
の
月
額 

一 

平
成
三
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
二
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
（
以

下
「
特
定
期
間
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
、
一
週
間
当
た
り
の
勤
務
時
間
が
同
一

で
、
か
つ
、
同
種
の
職
に
在
職
し
て
い
た
者 

特
定
期
間
に
お
い
て
受
け
て
い
た

報
酬
の
月
額 

二 

前
号
に
掲
げ
る
者
以
外
の
者 
特
定
期
間
に
お
い
て
、
一
週
間
当
た
り
の
勤
務

時
間
が
同
一
で
、
か
つ
、
同
種
の
職
に
在
職
し
た
も
の
と
し
た
場
合
に
特
定
期
間

に
お
い
て
受
け
る
こ
と
と
な
る
報
酬
月
額
に
相
当
す
る
額
（
そ
の
額
が
特
定
期
間

に
お
い
て
受
け
て
い
た
報
酬
の
月
額
を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
特
定
期
間
に

お
い
て
受
け
て
い
た
報
酬
の
月
額
） 

二 

前
号
に
掲
げ
る
者
以
外
の
者 

特
定
期
間
に
お
い
て
、
一
週
間
当
た
り
の
勤
務

時
間
が
同
一
で
、
か
つ
、
同
種
の
職
に
在
職
し
た
も
の
と
し
た
場
合
に
特
定
期
間

に
お
い
て
受
け
る
こ
と
と
な
る
報
酬
月
額
に
相
当
す
る
額
（
そ
の
額
が
特
定
期
間

に
お
い
て
受
け
て
い
た
報
酬
の
月
額
を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
特
定
期
間
に

お
い
て
受
け
て
い
た
報
酬
の
月
額
） 

４ 

次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
に
対
し
て
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
を
報
酬
と
し
て
支

給
す
る
。 

４ 

次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
に
対
し
て
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
を
報
酬
と
し
て
支

給
す
る
。 

一 

特
定
期
間
に
月
額
に
よ
り
報
酬
を
受
け
、
こ
の
規
則
の
施
行
の
日
（
以
下
こ
の

項
に
お
い
て
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
か
ら
令
和
二
年
六
月
三
十
日
ま
で
の
間
に

日
額
に
よ
り
報
酬
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
者 

そ
の
者
の
報
酬
の
日
額
が
、
特

定
期
間
に
お
い
て
、
一
日
当
た
り
の
勤
務
時
間
が
同
一
で
、
か
つ
、
同
種
の
職
に

在
職
し
た
も
の
と
し
た
場
合
に
特
定
期
間
に
お
い
て
受
け
る
こ
と
と
な
る
報
酬
の

日
額
に
相
当
す
る
額
に
達
し
な
い
こ
と
と
な
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
相
当
す

る
額 

一 

特
定
期
間
に
月
額
に
よ
り
報
酬
を
受
け
、
こ
の
規
則
の
施
行
の
日
（
以
下
こ
の

項
に
お
い
て
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
か
ら
平
成
三
十
二
年
六
月
三
十
日
ま
で
の

間
に
日
額
に
よ
り
報
酬
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
者 

そ
の
者
の
報
酬
の
日
額

が
、
特
定
期
間
に
お
い
て
、
一
日
当
た
り
の
勤
務
時
間
が
同
一
で
、
か
つ
、
同
種

の
職
に
在
職
し
た
も
の
と
し
た
場
合
に
特
定
期
間
に
お
い
て
受
け
る
こ
と
と
な
る

報
酬
の
日
額
に
相
当
す
る
額
に
達
し
な
い
こ
と
と
な
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の

相
当
す
る
額 

二 

特
定
期
間
に
日
額
に
よ
り
報
酬
を
受
け
、
施
行
日
か
ら
令
和
二
年
六
月
三
十
日

ま
で
の
間
に
月
額
に
よ
り
報
酬
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
者 

そ
の
者
の
報
酬
の

月
額
が
、
特
定
期
間
に
お
い
て
、
一
週
間
当
た
り
の
勤
務
時
間
が
同
一
で
、
か

つ
、
同
種
の
職
に
在
職
し
た
も
の
と
し
た
場
合
に
特
定
期
間
に
お
い
て
受
け
る
こ

と
と
な
る
報
酬
の
月
額
に
相
当
す
る
額
に
達
し
な
い
こ
と
と
な
る
場
合
に
あ
っ
て

は
、
そ
の
相
当
す
る
額 

二 

特
定
期
間
に
日
額
に
よ
り
報
酬
を
受
け
、
施
行
日
か
ら
平
成
三
十
二
年
六
月
三

十
日
ま
で
の
間
に
月
額
に
よ
り
報
酬
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
者 

そ
の
者
の
報

酬
の
月
額
が
、
特
定
期
間
に
お
い
て
、
一
週
間
当
た
り
の
勤
務
時
間
が
同
一
で
、

か
つ
、
同
種
の
職
に
在
職
し
た
も
の
と
し
た
場
合
に
特
定
期
間
に
お
い
て
受
け
る

こ
と
と
な
る
報
酬
の
月
額
に
相
当
す
る
額
に
達
し
な
い
こ
と
と
な
る
場
合
に
あ
っ

て
は
、
そ
の
相
当
す
る
額 

三 

特
定
期
間
に
日
額
に
よ
り
報
酬
を
受
け
、
施
行
日
か
ら
令
和
二
年
六
月
三
十
日

三 

特
定
期
間
に
日
額
に
よ
り
報
酬
を
受
け
、
施
行
日
か
ら
平
成
三
十
二
年
六
月
三
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ま
で
の
間
に
日
額
に
よ
り
報
酬
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
者 

そ
の
者
の
報
酬
の

日
額
が
、
特
定
期
間
に
お
い
て
、
一
日
当
た
り
の
勤
務
時
間
が
同
一
で
、
か
つ
、

同
種
の
職
に
在
職
し
た
も
の
と
し
た
場
合
に
特
定
期
間
に
お
い
て
受
け
る
こ
と
と

な
る
報
酬
の
日
額
に
相
当
す
る
額
に
達
し
な
い
こ
と
と
な
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、

そ
の
相
当
す
る
額 

十
日
ま
で
の
間
に
日
額
に
よ
り
報
酬
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
者 

そ
の
者
の
報

酬
の
日
額
が
、
特
定
期
間
に
お
い
て
、
一
日
当
た
り
の
勤
務
時
間
が
同
一
で
、
か

つ
、
同
種
の
職
に
在
職
し
た
も
の
と
し
た
場
合
に
特
定
期
間
に
お
い
て
受
け
る
こ

と
と
な
る
報
酬
の
日
額
に
相
当
す
る
額
に
達
し
な
い
こ
と
と
な
る
場
合
に
あ
っ
て

は
、
そ
の
相
当
す
る
額 

 
 

 

 

  

  
別
表
第
１
（
第
２
条
関
係
）

月
額

円

1
4
38
,
30
0

医
師
及
び
歯
科
医
師

医
療
職
報
酬
等
基
準
額
表
⑴

職
種

号
給

職
種

医
師
及
び
歯
科
医
師

号
給

月
額

円

1
4
3
4
,
3
0
0

別
表
第
１
（
第
２
条
関
係
）

医
療
職
報
酬
等
基
準
額
表
⑴
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別
表
第
２
（
第
２
条
関
係
）

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

円
円

円
円

円
円

円

1
2
4
7
,
3
5
4

2
0
6
,
4
5
8

1
8
4
,
1
2
7

2
0
3
,
2
0
1

2
1
3
,
1
0
1

1
9
4
,
5
1
4

2
0
1
,
8
2
7

2
1
8
6
,
0
5
7

2
0
4
,
7
2
5

1
9
6
,
3
4
2

2
0
3
,
7
5
7

3
1
8
7
,
9
8
6

2
0
6
,
2
4
8

1
9
7
,
8
6
5

2
0
5
,
6
8
6

4
1
8
9
,
8
1
5

2
0
7
,
7
7
2

1
9
9
,
7
9
5

2
0
7
,
5
1
5

5
1
9
1
,
6
4
3

2
0
9
,
3
9
7

2
0
1
,
8
2
7

2
0
9
,
3
4
3

6
1
9
3
,
5
7
3

2
1
0
,
7
1
7

2
0
3
,
7
5
7

2
1
1
,
2
7
3

7
1
9
5
,
4
0
1

2
1
2
,
2
4
1

2
0
5
,
6
8
6

2
1
3
,
1
0
1

8
1
9
6
,
9
2
5

2
1
5
,
1
5
8

2
0
7
,
5
1
5

9
1
9
8
,
4
4
8

2
0
9
,
3
4
3

1
0

1
9
9
,
9
7
2

2
1
1
,
2
7
3

1
1

2
0
1
,
5
9
7

2
1
3
,
1
0
1

1
2

2
0
2
,
9
1
7

1
3

2
0
4
,
4
4
1

1
4

2
0
6
,
4
5
8

義
肢
装
具
士
歯
科
衛
生
士
歯
科
技
工
士

号
給

医
療
職
報
酬
等
基
準
額
表
⑵

職
種
薬
剤
師

獣
医
師

管
理
栄
養
士

栄
養
士
（
管

理
栄
養
士
を

除
く
。
）

衛
生
検
査
技

師

診
療
放
射
線

技
師

臨
床
検
査
技

師理
学
療
法
士

作
業
療
法
士

視
能
訓
練
士

言
語
聴
覚
士

職
種
薬
剤
師

獣
医
師

管
理
栄
養
士

栄
養
士
（
管

理
栄
養
士
を

除
く
。
）

衛
生
検
査
技

師

診
療
放
射
線

技
師

臨
床
検
査
技

師理
学
療
法
士

作
業
療
法
士

視
能
訓
練
士

言
語
聴
覚
士

義
肢
装
具
士
歯
科
衛
生
士
歯
科
技
工
士

号
給

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

円
円

円
円

円
円

円

1
2
4
1
,
5
0
0

2
0
1
,
7
5
0

1
7
9
,
5
5
0

1
9
8
,
5
0
0

2
0
7
,
7
0
0

1
8
9
,
2
0
0

1
9
6
,
4
0
0

2
1
8
1
,
4
5
0

2
0
0
,
0
0
0

1
9
1
,
0
0
0

1
9
8
,
3
0
0

3
1
8
3
,
3
5
0

2
0
1
,
5
0
0

1
9
2
,
5
0
0

2
0
0
,
2
0
0

4
1
8
5
,
2
5
0

2
0
3
,
0
0
0

1
9
4
,
4
0
0

2
0
2
,
1
0
0

5
1
8
7
,
0
5
0

2
0
4
,
6
0
0

1
9
6
,
4
0
0

2
0
3
,
9
0
0

6
1
8
8
,
9
5
0

2
0
5
,
9
0
0

1
9
8
,
3
0
0

2
0
5
,
8
0
0

7
1
9
0
,
8
5
0

2
0
7
,
4
0
0

2
0
0
,
2
0
0

2
0
7
,
7
0
0

8
1
9
2
,
3
5
0

2
1
0
,
3
0
0

2
0
2
,
1
0
0

9
1
9
3
,
8
5
0

2
0
3
,
9
0
0

1
0

1
9
5
,
3
5
0

2
0
5
,
8
0
0

1
1

1
9
6
,
9
5
0

2
0
7
,
7
0
0

1
2

1
9
8
,
2
5
0

1
3

1
9
9
,
7
5
0

1
4

2
0
1
,
7
5
0

別
表
第
２
（
第
２
条
関
係
）

医
療
職
報
酬
等
基
準
額
表
⑵
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別
表
第
３
（
第
２
条
関
係
）

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

円
円

円
円

円

1
2
1
9
,
3
9
5

2
1
6
,
0
5
2

2
0
6
,
9
0
2

1
8
3
,
8
8
6

1
7
6
,
2
3
6

2
2
2
0
,
8
1
7

2
1
8
,
3
8
9

2
0
9
,
2
3
9

3
2
2
2
,
2
3
9

2
2
0
,
7
2
5

2
1
1
,
5
7
5

4
2
2
3
,
4
5
8

2
2
2
,
9
5
9

2
1
3
,
8
0
9

5
2
2
4
,
8
8
0

2
2
5
,
2
9
5

2
1
6
,
1
4
5

6
2
2
6
,
3
0
2

7
2
2
7
,
8
2
6

准
看
護
師

（
外
来
業
務
に

従
事
す
る
も
の
）

号
給

医
療
職
報
酬
等
基
準
額
表
⑶

職
種
保
健
師

看
護
師

（
外
来
業
務
以

外
の
業
務
に
従

事
す
る
も
の
）

看
護
師

（
外
来
業
務
に

従
事
す
る
も
の
）

准
看
護
師

（
外
来
業
務
以

外
の
業
務
に
従

事
す
る
も
の
）

職
種
保
健
師

看
護
師

（
外
来
業
務
以

外
の
業
務
に
従

事
す
る
も
の
）

看
護
師

（
外
来
業
務
に

従
事
す
る
も
の
)

准
看
護
師

（
外
来
業
務
以

外
の
業
務
に
従

事
す
る
も
の
）

准
看
護
師

（
外
来
業
務
に

従
事
す
る
も
の
)

号
給

月
額

月
額

月
額

月
額

月
額

円
円

円
円

円

1
2
1
4
,
2
0
0

2
1
0
,
6
0
0

2
0
1
,
7
5
0

1
7
8
,
6
0
0

1
7
1
,
2
5
0

2
2
1
5
,
6
0
0

2
1
2
,
9
0
0

2
0
4
,
0
5
0

3
2
1
7
,
0
0
0

2
1
5
,
2
0
0

2
0
6
,
3
5
0

4
2
1
8
,
2
0
0

2
1
7
,
5
0
0

2
0
8
,
6
5
0

5
2
1
9
,
6
0
0

2
1
9
,
9
0
0

2
1
1
,
0
5
0

6
2
2
1
,
0
0
0

7
2
2
2
,
5
0
0

別
表
第
３
（
第
２
条
関
係
）

医
療
職
報
酬
等
基
準
額
表
⑶
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別
表
第
４
（
第
２
条
関
係
）

月
額

月
額

円
円

1
15
2,9
65

19
1,
664

2
15
4,0
83

19
3,
391

3
15
5,2
00

19
5,
219

4
15
6,3
17

19
6,
946

5
15
7,3
33

19
8,
571

6
15
8,7
55

19
9,
993

7
16
0,0
75

20
1,
516

8
16
1,3
96

20
3,
040

9
16
2,6
15

20
4,
360

10
16
4,1
38

20
5,
681

11
16
5,6
62

20
6,
900

12
16
7,2
87

20
8,
220

13
16
8,5
06

20
9,
540

14
17
0,0
29

21
0,
861

15
17
1,5
53

21
2,
181

16
17
3,0
76

21
3,
502

17
17
4,3
97

21
4,
619

18
17
7,1
39

21
5,
939

号
給

行
政
事
務
報
酬
等
基
準
額
表

職
種

前
記
以
外
の
職

標
準
的
な
会
計
年
度
任
用
職
員
の
職
務
を

行
う
も
の

相
当
の
知
識
又
は
経
験
を
必
要
と
す
る
会

計
年
度
任
用
職
員
の
職
務
を
行
う
も
の

標
準
的
な
会
計
年
度
任
用
職
員
の
職
務
を

行
う
も
の

相
当
の
知
識
又
は
経
験
を
必
要
と
す
る
会

計
年
度
任
用
職
員
の
職
務
を
行
う
も
の

号
給

月
額

月
額

円
円

1
1
4
8
,
6
0
0

1
8
7
,
2
0
0

2
1
4
9
,
7
0
0

1
8
8
,
9
0
0

3
1
5
0
,
8
0
0

1
9
0
,
7
0
0

4
1
5
1
,
9
0
0

1
9
2
,
4
0
0

5
1
5
3
,
0
0
0

1
9
4
,
0
0
0

6
1
5
4
,
4
0
0

1
9
5
,
4
0
0

7
1
5
5
,
7
0
0

1
9
6
,
9
0
0

8
1
5
7
,
0
0
0

1
9
8
,
4
0
0

9
1
5
8
,
3
0
0

1
9
9
,
7
0
0

1
0

1
5
9
,
8
0
0

2
0
1
,
0
0
0

1
1

1
6
1
,
3
0
0

2
0
2
,
2
0
0

1
2

1
6
2
,
9
0
0

2
0
3
,
5
0
0

1
3

1
6
4
,
2
0
0

2
0
4
,
8
0
0

1
4

1
6
5
,
7
0
0

2
0
6
,
1
0
0

1
5

1
6
7
,
2
0
0

2
0
7
,
4
0
0

1
6

1
6
8
,
7
0
0

2
0
8
,
7
0
0

1
7

1
7
0
,
1
0
0

2
0
9
,
8
0
0

1
8

1
7
2
,
8
0
0

2
1
1
,
1
0
0
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調
整
数
 

調
整
額
 

 
 
 
 
 
 
円
 

１
 

5,700 
２
 

11,400 
３
 

17,100 
４
 

22,800 
  

 

 
        

   

19
17
9,7
80

21
7,
260

20
18
2,4
21

21
8,
580

21
18
5,0
62

21
9,
698

22
18
6,7
89

22
0,
815

23
18
8,4
14

22
1,
831

24
19
0,1
40

22
2,
948

25
19
1,6
64

22
4,
065

1
9

1
7
5
,
4
0
0

2
1
2
,
4
0
0

2
0

1
7
8
,
0
0
0

2
1
3
,
7
0
0

2
1

1
8
0
,
7
0
0

2
1
4
,
8
0
0

2
2

1
8
2
,
4
0
0

2
1
5
,
9
0
0

2
3

1
8
4
,
0
0
0

2
1
6
,
9
0
0

2
4

1
8
5
,
7
0
0

2
1
8
,
0
0
0

2
5

1
8
7
,
2
0
0

2
1
9
,
1
0
0
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円
 

１
 

5,500 
２
 

11,000 
３
 

16,500 
４
 

22,000 
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人 第 １ １ ９ ６ 号 

令和２年３月３１日 

 

 本庁各課（所）長 

             様 

 各 地 域 機 関 の 長 

 

人 事 課 長 

 

 

職員の旅費に関する条例等の運用方法について（通知） 

 

 

 職員の旅費に関する条例等の運用方法について（平成１０年３月２７日付け人第   

１３６１号）の一部を下記のとおり改正したので、令和２年４月１日からこれにより取り

扱うこととしてください。 

 

記 

 

 条例第２条関係（用語の定義）に次の１号を加える。 

 ４ 「採用」とは、地方公務員法第１５条の２第１項第１号に規定する採用（地方公務

員法第２２条の２に規定する職員の採用を除く。）及び臨時的任用をいう。 

 条例第７条関係（旅費の計算）に次の１号を加える。 

 ８ ７の旅行に係る実費額には、旅客取扱施設利用料（空港法（昭和３１年法律第８０

号）第１６条第３項（同法附則第５条第１項及び関西国際空港及び大阪国際空港の一

体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律（平成２３年法律第５４号）第３２条第

２項において準用する場合を含む。）の規定により空港法に定める指定空港機能施設

事業者等が国土交通大臣に届け出て徴収するもの）、国内線旅客サービス施設使用料

（成田国際空港株式会社が徴収するもの）及び旅客施設使用料（中部国際空港株式会

社が徴収するもの）を含むものとする。 

   なお、地方公共団体が管理する空港における同様の料金についても同じ扱いとする。 

 条例第１６条関係（航空賃）２を次のように改める。 

 ２ 「特別座席料金」とは、航空法（昭和２７年法律第２３１号）第１０５条の規定に

基づいて、定期航空運送事業者が定めた特別座席の料金をいう。 

   なお、普通座席の運賃を超える運賃を必要とする座席を利用する場合にあっては、

その額と普通座席を利用するものとした場合の運賃との差額を特別座席料金として

取り扱うものとする。 

 条例第２２条関係（移転料）５（３）中「提出通知」の次に「又は採用のための関係手

続に係る通知」を加える。 

 条例第３９条関係（旅費の調整）１３を次のように改める。 



 １３ 外国旅行する際、旅行者から旅客取扱施設利用料（空港法（昭和３１年法律第８

０号）第１６条第３項（同法附則第５条第１項及び関西国際空港及び大阪国際空港の

一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律（平成２３年法律第５４号）第３２条

第２項において準用する場合を含む。）の規定により空港法に定める指定空港機能施

設事業者等が国土交通大臣に届け出て徴収するもの）、国際線旅客サービス施設使用

料（成田国際空港株式会社が徴収するもの）及び旅客施設使用料（中部国際空港株式

会社が徴収するもの）並びに旅客保安サービス料（成田国際空港株式会社及び関西エ

アポート株式会社が徴収するもの）を徴収する国内の空港を利用する場合は、当該空

港において支払う旅客取扱施設利用料及び旅客保安サービス料に相当する額を支給

できるものとし、当該支給額は、条例第３４条に規定する旅行雑費として取り扱うこ

と。 

   なお、地方公共団体が管理する空港及び海外の空港において同様の料金を支払う場

合にも同じ取扱いとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

                          担 当：給与担当  

                          内 線：２４３９  



職員の旅費に関する条例等の運用方法について（通知）の一部改正に関する新旧対照表 

改     正     後 改     正     前 

条例第２条関係（用語の意義） 

１～３（略） 

４ 「採用」とは、地方公務員法第１５条の２第１項第１号に規定する採用（地

方公務員法第２２条の２に規定する職員の採用を除く。）及び臨時的任用をい

う。 

 

条例第２条関係（用語の意義） 

１～３（略） 

（新設） 

 

条例第７条関係（旅費の計算） 

１～６ （略） 

７ 旅行雑費の額に相当する額を日当として支給する旅行の場合を除き、旅行の

出発地及び到着地から地図上の直線距離が１００キロメートル以上である県

外の地に旅行する場合の鉄道賃、船賃、航空賃又は車賃は、同一地域内におけ

る市町村役場(都道府県庁所在地においては都道府県庁)を目的地とみなして

旅行した場合の鉄道賃、船賃、航空賃又は車賃により計算すること。 

  ただし、その鉄道賃、船賃、航空賃又は車賃が、旅行に係る実費額に満たな

い場合で、その満たない額が、日当の２分の１に相当する額を超えるときは、

その超える部分の金額に相当する額を支給することができる。 

８ ７の旅行に係る実費額には、旅客取扱施設利用料（空港法（昭和３１年法律

第８０号）第１６条第３項（同法附則第５条第１項及び関西国際空港及び大阪

国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律（平成２３年法律第

５４号）第３２条第２項において準用する場合を含む。）の規定により空港法

に定める指定空港機能施設事業者等が国土交通大臣に届け出て徴収するも

の）、国内線旅客サービス施設使用料（成田国際空港株式会社が徴収するもの）

及び旅客施設使用料（中部国際空港株式会社が徴収するもの）を含むものとす

る。 

  なお、地方公共団体が管理する空港における同様の料金についても同じ扱い

とする。 

 

条例第７条関係（旅費の計算） 

１～６ （略） 

７ 旅行雑費の額に相当する額を日当として支給する旅行の場合を除き、旅行の

出発地及び到着地から地図上の直線距離が１００キロメートル以上である県

外の地に旅行する場合の鉄道賃、船賃、航空賃又は車賃は、同一地域内におけ

る市町村役場(都道府県庁所在地においては都道府県庁)を目的地とみなして

旅行した場合の鉄道賃、船賃、航空賃又は車賃により計算すること。 

  ただし、その鉄道賃、船賃、航空賃又は車賃が、旅行に係る実費額に満たな

い場合で、その満たない額が、日当の２分の１に相当する額を超えるときは、

その超える部分の金額に相当する額を支給することができる。 

条例第１６条関係（航空賃） 

１ （略） 

２ 「特別座席料金」とは、航空法（昭和２７年法律第２３１号）第１０５条の

条例第１６条関係（航空賃） 

１ （略） 

２ 「特別座席料金」とは、航空法（昭和２７年法律第２３１号）第１０５条の



改     正     後 改     正     前 
規定に基づいて、定期航空運送事業者が定めた特別座席の料金をいう。 

  なお、普通座席の運賃を超える運賃を必要とする座席を利用する場合にあっ

ては、その額と普通座席を利用するものとした場合の運賃との差額を特別座席

料金として取り扱うものとする。 

３ （略） 

 

規定に基づいて、定期航空運送事業者が定めた特別座席の料金をいう。 

 

 

 

３ （略） 

条例第２２条関係（移転料） 

１～４（略） 

５ 新たに採用された職員については、次に掲げる通知を受けたときの居住所を

もって旧在勤地とみなす。 

 (1) 小学校、中学校及び高等学校等の教員（臨時的任用者を除く。）について

は、任用候補者名簿搭載の通知 

 (2) 警察官については、埼玉県警察学校への入校通知 

 (3) (1)及び(2)以外の職員については採用内定通知（採用内定通知がない場合

にあっては、採用のための関係書類の提出通知又は採用のための関係手続

に係る通知） 

 

条例第２２条関係（移転料） 

１～４（略） 

５ 新たに採用された職員については、次に掲げる通知を受けたときの居住所を

もって旧在勤地とみなす。 

 (1) 小学校、中学校及び高等学校等の教員（臨時的任用者を除く。）について

は、任用候補者名簿搭載の通知 

 (2) 警察官については、埼玉県警察学校への入校通知 

 (3) (1)及び(2)以外の職員については採用内定通知（採用内定通知がない場合

にあっては、採用のための関係書類の提出通知） 

 

条例第３９条関係（旅費の調整） 

13 外国旅行する際、旅行者から旅客取扱施設利用料（空港法（昭和３１年法律

第８０号）第１６条第３項（同法附則第５条第１項及び関西国際空港及び大阪

国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律（平成２３年法律第

５４号）第３２条第２項において準用する場合を含む。）の規定により空港法

に定める指定空港機能施設事業者等が国土交通大臣に届け出て徴収するも

の）、国際線旅客サービス施設使用料（成田国際空港株式会社が徴収するもの）

及び旅客施設使用料（中部国際空港株式会社が徴収するもの）並びに旅客保安

サービス料（成田国際空港株式会社及び関西エアポート株式会社が徴収するも

の）を徴収する国内の空港を利用する場合は、当該空港において支払う旅客取

扱施設利用料及び旅客保安サービス料に相当する額を支給できるものとし、当

該支給額は、条例第３４条に規定する旅行雑費として取り扱うこと。 

  なお、地方公共団体が管理する空港及び海外の空港において同様の料金を支

払う場合にも同じ取扱いとすること。 

条例第３９条関係（旅費の調整） 

13 外国旅行する際、旅行者に旅客サービス施設使用料（成田国際空港株式会社

及び関西国際空港株式会社が徴収するもの、中部国際空港株式会社が徴収する

旅客施設使用料並びに空港法（昭和３１年法律第８０号）第１６条第３項の規

定により同法に定める指定空港機能施設事業者が国土交通大臣に届け出て徴

収する旅客取扱施設利用料に限る。）及び旅客保安サービス料（成田国際空港

株式会社及び新関西国際空港株式会社が徴収するもの並びに空港管理規則（昭

和２７年運輸省令第４４号）第１１条の規定に基づく保安料で旅行者が負担す

るものに限る。）を徴収する国内の空港を利用する場合は、当該空港において

支払う旅客サービス施設使用料及び旅客保安サービス料に相当する額を支給

できるものとし、当該支給額は、条例第３４条に規定する旅行雑費として取り

扱うこと。 

  なお、海外の空港における同様の料金を支払う場合にも同じ取扱いとするこ

と。 
 


